
- 43 - 
 

平 成 ２ １ 年 
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（午前１０時００分 開 議） 
〇議長（獅畑輝明君） これより、本日の会議を開

きます。 
                       
〇議長（獅畑輝明君） 日程第１ 会議録署名議員

の指名を行います。 
 会議録署名議員は、会議規則第78条の規定により、

議長において、１番五十嵐美知さん、３番谷田部芳

征君を指名いたします。 
                       
〇議長（獅畑輝明君） 日程第２ 諸般の報告であ

ります。 
 事務局長に報告させます。 
〇議会事務局長（大橋一君） 報告いたします。 
 本日の議事日程につきましては第２号のとおりで

あります。 
 次に、議員の出欠席の状況でありますが、本日は

全員出席であります。 
 以上で報告を終わります。 
                       
〇議長（獅畑輝明君） 日程第３ これより一般質

問を行います。 
 順次発言を許します。 
 質問順序１、１、75兆円の景気・経済対策の進捗

状況について、２、国の新経済対策について、３、

基金活用について、４、歳入確保対策について、５、

生活環境行政について、６、建設行政について、７、

消防行政について、議席番号１番、五十嵐美知さん。 
〇１番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 通告に基づき

まして、一般質問をさせていただきます。 
 昨年の経済危機以来、この６月10日の新聞報道に

景気指数11カ月ぶり上昇とございました。この指数

の数値上では景気の基調に明るさが見え始めてきて

はいますが、設備投資や雇用の情勢は依然厳しいと

の記事の内容でございました。この記事の背景には、

当市もそうですが、国内においては定額給付金の支

給が早いところでは20年度内から始まりました。さ

らに、高速道路料金の大幅な引き下げや新年度補正

の環境対応の自動車減税、またエコ家電のエコポイ

ント導入など今日まで政府与党は切れ目ない連続し

た経済対策に取り組んできており、このような国の

取り組みなどにより、国民の皆様に少し明るさが見

えてきているのではないかと思います。５月14日付

の新聞報道も、街角景気雲間に光、４カ月連続上昇、

給付金、高速道路1,000円など好感という記事が載

りました。平成20年度第１次、２次補正、そして平

成21年度本予算の総額75兆円の景気経済対策では、

雇用、中小企業への緊急融資制度なども効果をあら

わしているのではないでしょうか。こうした生活経

済対策をばらまきと無責任に述べている人がおりま

すが、要するに選択と集中が大事なのであって、経

済は人々の感情で動くものと思います。事業創出に

つながる対策とあわせ、生活の安心があって初めて

消費が拡大できるということだと思います。 
 そこで、質問といたしまして件名１の昨年度の75

兆円の景気経済対策が当市ではどのように展開され

ておられるのか、また市民にどのような生活の安心

をもたらしているのかを総括しながら、国の総力を

挙げた矢継ぎ早の史上最大の経済対策に呼応して、

当市も時を逃すことなく、適切かつ大胆に次の一手

を打っていくことが極めて重要と思いますので、ま

ずこの点について伺っておきたいと思います。 
 ①の国の20年度第１次、２次補正予算と新年度予

算について３月議会でお伺いいたしました内容では、

定額給付金２億2,744万5,000円、子育て応援特別手

当536万2,000円、地域活性化・生活対策臨時交付金

１億1,476万円、介護従事者処遇改善臨時交付金885

万2,000円、さらに21年度本予算では緊急雇用創出

事業交付金866万4,000円、地域雇用創出事業交付金

5,200万円、妊婦健診臨時交付金236万1,000円、出

産育児一時金24万円などでございます。総額４億1,

968万4,000円となっておりますが、先月の臨時会で

お聞きした部分ではありますが、その後も含め現在

までの取り組みと進捗状況についてお伺いいたしま

す。 
 さらに、雇用の安心が何といっても大事な対策で
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あり、国の雇用調整助成金は本年２月だけで全国で

は187万人もの雇用を守るなど大きな効果を発揮し

ております。そこで、ハローワークが窓口ではあり

ますが、わかれば赤平市の状況を伺いたいと思いま

す。雇用を守ることは、中小企業を支えなければな

りませんので、中小企業対策の資金繰り支援策を利

用するには市町村の認定が必要でございます。当市

ではどれだけの申請件数と認定があったのかもあわ

せてお伺いいたします。 
 さらに、平成20年度までは地方道路整備臨時交付

金であった財源が新年度からの道路財源の一般財源

化により創設された地域活力基盤創造交付金につい

て当市においてどのように取り組まれておられるの

かも伺っておきたいと思います。 
 次の国のこのたびの新経済対策についてお伺いい

たします。①、当市への影響とその取り組みについ

てですが、経済危機対策とも言える新経済対策の裏

づけとなる21年度補正予算が５月29日に成立してお

ります。今回の補正予算は、歳出総額14兆6,987億

円と補正予算としては過去最大規模と言われており

ます。こうした切れ目ない経済対策を実行して景気

の底割れを防ぐ一方、未来の成長力強化につながる

施策にも重点を置いているのが特徴と言えます。新

経済対策で示されているさまざまなメニューは、都

道府県に設置される基金によるところになりますが、

各自治体からの積極的な取り組みが何よりも大切で

あります。そこで、当市は新経済対策に示された特

に市民の安心に直結した関心の高いアの生活支援、

そしてイ、雇用、金融対策、ウの環境対策と安心、

活力の基盤づくり、そしてエ、地域活性化、公共投

資、また経済危機対策臨時交付金などは教育費の負

担軽減、また女性特有のがん対策、そして太陽光発

電の導入加速で学校施設の耐震化とあわせたエコ化、

そしてＩＣＴ化、これは教育用コンピューターの整

備、さらに校内ＬＡＮの整備などの推進ですが、公

共事業の前倒し執行などもあり、さらに農業集積加

速のための交付金や林業再生などと本当に多岐にわ

たっております。特に地方向けの経済危機対策臨時

交付金は、約１億8,400万円が当市に配分されると

伺っておりますが、今回も前回同様商品券のプレミ

アム分上乗せに対しても使えるということですので、

ぜひ話題性のある取り組みを期待いたします。こう

した国の新経済危機対策の施策を当市としてどのよ

うな事業を考えて取り組まれようとしているのかま

ずは伺っておきたいと思います。 
 件名３の基金の活用について伺います。①、地方

消費者行政について。本年３月に内閣府国民生活局

より地方消費者行政活性化交付金が都道府県に交付

が決定されました。北海道には10億5,000万円の基

金額でございます。その背景には、近年食品の安心、

安全、高額商品の販売トラブル、振り込め詐欺に遭

うなど消費生活相談業務の複雑化や高度化が進む中

で、消費者行政一元化の取り組みに伴う事業であり

ます。この基金は、消費者生活相談窓口機能強化を

図るため、相談員育成等を行う地方公共団体を支援

するとされています。消費者庁関連３法案の成立に

伴い、地方公共団体の事務の増大に対応するため、

20年度補正の交付金は配分済みではありますが、３

年間の時限措置であります。取り組みとしては、都

道府県では消費者行政生活活性化計画等、市町村で

はプログラムの策定が必要となりますが、現在消費

者を守るために頑張っていただいている多くの消費

者協会では、高齢化に伴い後継者が先細りの状態と

のご意見を伺っておりますが、当市も同じ状況では

ないかと思います。そこで、この基金のメニューで

は相談員養成事業として消費生活相談員、担当職員

にかかわる人件費も対応できるようですが、この基

金を活用して今後の相談員を人材育成するために当

市行政としても取り組めないものでしょうか。将来

の市民生活の安心、安全に寄与するものと思います

が、お考えをお伺いいたします。 
 次、②のふるさと雇用再生特別交付金につきまし

て、この基金は現下の雇用失業情勢が下降局面にあ

る中で、地域の実情や創意工夫に基づいて地域求職

者等を雇い入れて行う雇用の機会を創出する取り組

みを支援するということであります。基金が創設さ
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れました。この基金の活用できる事業は、委託事業

も含め対象分野は多岐にわたっておりますが、その

中でも産業振興分野における地域ブランド商品の開

発や販売を開拓する事業、さらに地場産業、農商工

連携、地域資源を活用した商品にかかわるアンテナ

ショップなどの運営を行う事業などは、今後のまち

づくりの観点からも物づくり産業を推進する当市と

しても積極的な取り組みが必要ではないかと思いま

す。お考えを伺います。 
 次、件名４の歳入確保対策について伺います。公

共施設の自動販売機設置契約についてお伺いいたし

ます。これまで多くの自治体では、自販機の設置に

ついては電気代と少しの場所代、あるいは実質的に

設置使用料を徴収されていない自治体もあるようで

すが、本年３月に千葉県の印西市では入札による貸

付契約することで年間600万円の増収が見込まれる

そうでございます。そこで、現在当市の公共施設の

自販機設置につきましては、福祉目的などの設置も

あるかと思いますが、自販機の台数と契約内容につ

いて、さらにその収入はどのぐらいになっているの

か伺います。前段で紹介いたしました先進地事例を

参考に、歳入確保には貴重な財源になるかと思いま

すので、自販機の設置業者を入札によって選択でき

るようにしてはいかがでしょうか。福祉目的の設置

は別といたしましてもお考えを伺いたいと思います。 
 次、件名５の生活環境行政について伺います。エ

コバレー歌志内の今後について伺いますが、可燃ご

み処理施設として中空知衛生施設組合、また砂川地

区保健衛生組合、そして北空知衛生センターの３組

合、５市９町で構成され、株式会社エコバレー歌志

内とは15年間の事業内容契約で、今日まで約７年間

可燃ごみ処理施設として稼働してきておりますが、

先月末の新聞報道にもありましたように株式会社エ

コバレー歌志内は撤退意向を示しているようであり

ます。５月28日の中空知衛生施設組合議会第１回臨

時会出席の議長より報告と資料もいただきました。

その資料の施設の問題点と影響では、産業廃棄物の

高カロリーのシュレッダーダスト等が計画どおり集

まらないことなどが要因でもあるかに感じましたが、

そこでこれまでの経過と当市の可燃ごみ処理計画に

与える影響と今後の施設運営について伺っておきた

いと思います。 
 件名６の建設行政についてお伺いいたします。①、

道路整備について伺います。道路整備につきまして

は、国道、道道、市道を含め経済活動道路、生活道

路としての整備が当市としても進んできているわけ

ですが、交流センターみらい前も整備され、本当に

きれいになりました。また、山手、平和台地域の道

路整備も進んでおりますが、そのほか市内の主要道

路、市道も含め整備状況がどのようになっているの

かその進捗状況について伺いたいと思います。 
 さらに、道路整備は車道、歩道も含みますが、以

前取り上げさせていただきました平岸方面の国道の

歩道整備ですが、歩道は生活道路でもあります。平

班橋の開通により車の出入りも多いようですので、

現状ではとても危険と思います。優先してもよい歩

道整備ではないかと思いますが、開発局との意見交

換などもあるかと思いますが、今後の見通しについ

て伺っておきたいと思います。 
 ②の住環境整備について伺います。住みやすいま

ちづくりの観点から、人の暮らしは衣食住が求めら

れます。これまで建設行政に対し共働き世帯、若い

家族が住めるように、雇用促進住宅の入居停止を受

け、市有財産にして公営住宅の所得制限などの縛り

のない集合アパートとして貸し出すことについて議

会質問させていただいた経過はありますが、昨今の

金融危機を受け、仕事を失って住む家のなくなった

方々に雇用促進住宅を提供するため、廃止を延期す

るなどの措置をとったとする報道があります。そこ

で、当市として大町宿舎について能力開発機構との

話し合いがどのようになっているのか伺っておきた

と思います。 
 件名７、消防行政についてお伺いいたします。団

員の報酬についてですが、日ごろ市民の命と財産を

守るため、安心と安全に寄与されている消防団員の

皆様には心から敬意を表したいと思います。本年３
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月議会の新年度予算質疑の中で、当市の消防行政に

交付税算入が幾ら見込まれているのか伺いましたが、

その内容からわかったことは、国で見込んでいる基

準と当市の団員さんの報酬を定めた条例にある単価

に大きな隔たりがあります。平成17年４月１日に赤

平市消防団条例が一部改正されておりますが、消防

団員報酬は交付税算入額で団員が年額３万6,500円、

当市条例では団員は３万円でございます。そして、

班長さん、算入額では３万7,000円、当市条例では

３万3,000円でございます。そして、部長さんにつ

いては算入額が３万7,000円、当市条例では３万9,0

00円でございます。そして、副分団長さんは算入額

で４万5,500円、当市条例の副団長さんでは７万8,0

00円、そして団長さんでは算入額で８万2,500円で

す。当市条例では団長さん９万7,000円となってお

ります。そこで、理解できないのがなぜ団員、班長

さんが交付税算入よりも少ないのでしょうか。また、

部長さんから団長さんまでの５階級の方々がなぜ多

くなっているのでしょうかであります。消防団員さ

んは、我がまちは自分たちで守るとの精神で、消火、

防災活動はもちろん平時より啓発活動など幅広く献

身的な活動に貢献しております。さらには、次の世

代を担う団員がなかなか集まらないなどの課題もあ

る中で見直していくべきではないでしょうか。この

ような団員報酬のあり方について納得できるお答え

をいただきたいと思います。 
 以上、１回目終わります。 
〇議長（獅畑輝明君） 伊藤企画財政課長。 
〇企画財政課長（伊藤寿雄君） 大綱１、75兆円の

景気経済対策の進捗状況について、①、平成20年度

第１次、第２次補正予算と新年度予算についてお答

えさせていただきます。 
 国は、100年に１度と言われる経済危機の克服に

向け、安心実現のための総合対策、生活対策、生活

防衛のための緊急対策、この３段ロケットと言われ

ている75兆円の事業規模の経済対策を打ち出したと

ころであります。内閣府の発表によります４月の景

気動向は下げどまりの動きも見られるとのことで、

全国的には改善の兆しが見られるようでありますが、

特に中小企業を抱える地方の経済はいまだ厳しさが

続いているというのが現実の姿であろうと思います。

こうした状況下におきまして当市の取り組みといた

しましては、昨年度は第１次補正予算関連の地域活

性化・緊急安心実現交付金事業としてスクールバス

購入事業の繰り越し予算を措置し、児童生徒の安心、

安全な通学手段及び省エネ対策として本年夏休み中

に更新する予定で進めております。さらには、第２

次補正予算関連の地域活性化・生活対策臨時交付金

事業として、最終処分場ブルドーザー購入事業並び

に医師住宅環境整備事業、これをそれぞれ繰り越し

予算として措置しているところでありますが、排ガ

ス対策としてじん芥処理場で使用するブルドーザー

につきましては９月末までに納車する予定であり、

また医師住宅につきましては医師確保対策上緊急性

を要する事業として既に現況測量並びに実施設計の

入札を終え、現在７月上旬の建築主体工事の入札に

向けて事務手続を進めているところでございます。

なお、既存の医師住宅除却工事等もございますので、

事業全体の完了は12月末を予定しているところであ

ります。 
 このほか前年度からの繰り越し事業として定額給

付金給付事業、それと子育て応援特別手当給付事業

がございますが、定額給付金につきましては現在対

象世帯7,034世帯中6,861世帯、97.5％の世帯が申請

済みで、事務費を含む総事業費の決算見込額は約２

億2,200万円となっており、子育て応援特別手当に

つきましては５月29日に対象の110世帯すべてに給

付を完了し、総事業費の決算見込額は484万8,000円

となっております。 
 次に、当市の平成21年度予算関連についてであり

ますが、緊急雇用創出事業交付金と地方交付税の地

域雇用創出推進費を活用した事業の取り組み状況に

つきましては、草刈り等の軽作業や各種調査事業な

ど21事業で、総勢64名のうち新規48名の雇用を計画

しておりましたが、７月以降に予定されている２事

業を除き予定どおり実施している状況であります。 
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 介護従事者処遇改善臨時交付金につきましては、

当市では885万2,000円が交付されたことによりまし

て保険料の引き下げを抑える結果となりました。 
 妊婦健診臨時交付金につきましては、本年４月か

ら妊娠届け出をされた方に14回分の妊婦健診受診券

を交付しておりますが、６月10日現在52名に交付を

行っております。 
 出産育児一時金につきましては、本年度実績とい

たしましては現在対象者が２件となっておりますが、

１人当たり38万円から42万円への支給引き上げにつ

きましては10月からの実施となっております。 
 中小企業対策の資金繰り支援策につきましては、

本年４月以降５月までの２カ月間で10件を認定した

ところであります。 
 また、地域活力基盤創造交付金につきましては、

地方公共団体が行う道路を中心とした社会資本の整

備、その他の取り組みに関し交付を受けるものであ

りますが、おおむね３年から５年の計画を立て実施

する事業であります。当市の取り組みといたしまし

ては、地方道路整備臨時交付金からの継続事業がな

かったことなどから、地域活力基盤創造交付金道路

整備事業における事業展開は行っていない状況であ

りますが、今後は橋梁の点検、長寿命化修繕計画の

策定や除雪に係る事業などの一部が事業メニューに

ありますことから、当事業に係る詳細内容が決まり

次第検討してまいります。 
 次に、大綱２、国の新経済対策について、①、当

市の影響とその取り組みについて、ア、生活支援、

イ、雇用、金融対策、ウ、環境対策と安心、活力の

基盤づくり、エ、地域活性化、公共投資経済危機対

策臨時交付金につきまして、国による要綱整備や具

体的内容が示されていないものもございますので、

現段階における当市の取り組み状況と考え方につい

て一括してお答えさせていただきます。国の経済危

機対策に基づく平成21年度第１次補正予算は、５月

29日に成立したところでありますが、地方公共団体

が国の施策と歩調を合わせ、積極的に経済危機対策

に取り組むことができるように予算措置が講じられ

ているところであります。 
 最初に、雇用調整助成金につきましては、事業活

動の縮小を余儀なくされた事業主が労働者を一時的

に休業等、または出向させた場合に休業、教育訓練、

または出向に係る手当もしくは賃金等の一部を助成

する制度でありますが、市内企業におきましても生

産や雇用調整を行っている現状にありますことから、

実態は把握し切れませんが、本助成金を多くの企業

が活用されているようであります。 
 女性特有のがん検診推進事業につきまして、全国

での女性特有の乳がん、子宮がんの検診受診率は2

0％前後で、先進諸国内では最低となっております。

このため国からの交付金を活用し、一定の年齢に達

した女性に対しがんの検診料の自己負担を免除する

ことなどによって受診率を上げていこうという趣旨

のものであります。当市における平成20年度の受診

率は、乳がんで約26％、子宮がんで約19％となって

おり、対象となる680名程度の市民に対し無料で検

診を受けられることの啓発を積極的に行い、受診率

の向上によるがんの早期発見並びに早期治療につな

げてまいりたいと考えております。 
 平成21年度の子育て応援特別手当につきましては、

小学校前３年間の平成15年４月２日から平成18年４

月１日までの間に生まれた子供が支給対象となり、

１人当たり３万6,000円が支給されることとなりま

すが、当市における該当児童数は約200名と見込ん

でおります。なお、現段階におきましては、平成21

年度中の支給ということで決定されておりますが、

基準日は10月１日ということになりますが、現実の

支給時期については示されていないという状況でご

ざいます。 
 次に、地域活性化・経済危機対策臨時交付金につ

きましては、先月末に交付要綱が示され、当市の交

付限度額は１億8,476万5,000円と見込まれます。交

付対象事業については、今回国の補正予算に計上さ

れた国庫補助事業と国の経済対策に基づき４月11日

以降に地方公共団体で予算に計上された事業が対象

となってまいります。当市の予定事業といたしまし
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ては、国庫補助事業として各学校施設等のＩＣＴ、

いわゆる情報通信技術であります。これらの環境整

備を推進するため、各学校における公務用、教育用

のコンピューター並びに電子黒板の導入や地上デジ

タルテレビへの更新等を計画し、単独事業としては

児童館や保育所の児童福祉施設整備事業、学校等施

設整備事業、学校給食センター整備事業、児童公園

整備事業など、少子化対策事業を中心に16事業を計

画しております。ご質問のございました商品券のプ

レミアを期待するとのお話につきましては、今申し

上げた16事業の中でスーパープレミアムつき商品券

発行助成事業として、１万円に対し20％の2,000円

のプレミアで検討を進めている状況であります。な

お、この交付金の活用に当たっては、趣旨を踏まえ

て地元企業の受注にできる限り配慮するとともに、

早期発注に努めてまいりたいと考えております。 
 また、公共投資臨時交付金につきましては、国で

１兆3,790億円の補正予算を組んでおりますが、当

市といたしましても十分該当となる事業が予想され

ますが、交付限度額並びに対象事業あるいは要綱な

ど具体的な内容がまだ示されていない状況でありま

す。 
 以上、現段階での状況としてお答えさせていただ

きましたが、今後国が示す内容等をしっかり把握し

た上で有効的な財源活用に努め、緊急経済対策を講

じてまいりたいと思いますので、ご理解賜りますよ

うお願い申し上げます。 
〇議長（獅畑輝明君） 栗山市民生活課長。 
〇市民生活課長（栗山滋之君） 大綱３、基金活用

について、①、地方消費者行政活性化についてお答

えいたします。 
 近年食料品の安全問題が数多く発生しており、一

方では振り込め詐欺なども全国的に被害が起きてい

る状況にあり、その内容は年々複雑で巧妙なものに

なっております。こうした不安な社会情勢の中、消

費者の安心、安全な生活を守るため、行政や警察な

どの関係機関では消費者に対するＰＲや相談窓口の

開設など各対策を講じて防犯に努めているところで

あります。さらに、当地域におきましては、赤歌署

が中心となりまして行政、金融機関、老人クラブや

消費者協会などの各種団体、民間企業などを会員と

いたしました赤歌セーフティーネットワーク連絡会

を立ち上げており、消費者被害の防止を初めといた

しまして子供や老人保護などを目的として広く防犯

活動を行っており、一例として振り込め詐欺を事前

に防止したケースもありまして、着実に成果も上が

っていることから、今後におきましても連携を密に

しながら、よりよい活動を行っていきたいと考えて

おります。 
 こうした各種防犯対策を進めている中で、消費生

活に関する相談も多く、この消費生活相談業務につ

きましては自治体の業務となっており、当市では現

在消費者協会にこの業務を委託し、相談業務の充実

化に努めているところであります。現在国と北海道

では、高齢者などの弱者を初め消費者全般の保護対

策を目的に消費者行政強化のための基金造成を行っ

ており、各自治体への支援策が講じられております。

当市でもこの施策を活用するため、現在北海道と機

能強化事業や相談レベルアップ事業について事前協

議を行っており、消費生活相談業務の向上につなげ

ていきたいと考えております。 
 さらに、ご指摘のありました相談員による消費生

活相談の充実化についてですが、人材の確保と育成

も非常に重要な課題でありますことから、基金のさ

らなる活用も含めまして相談員のあり方や体制など

について検討してまいりますので、ご理解のほどよ

ろしくお願いいたします。 
〇議長（獅畑輝明君） 菊島産業課長。 
〇産業課長（菊島美時君） 大綱３、基金活用につ

いて、②、ふるさと雇用再生特別交付金についてお

答えいたします。 
 ふるさと雇用再生特別交付金につきましては、地

域内ニーズがあり、かつ今後の地域の発展に資する

と見込まれる事業のうち、その後の事業継続が見込

まれるものを対象としており、また事業の実施にお

いては民間企業などに対する委託事業であり、かつ
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新規雇用する労働者の雇用期間は原則１年以上であ

りますことから、現段階では対象となる事業はない

現状にあります。しかしながら、議員が言われます

とおり、当市はほかに誇れる物づくり企業が多く集

積していること、また食でまちおこしを推進してい

る団体などもありますことから、今後におきまして

は本事業の活用に係る新たな産業振興と雇用創出に

向け、まずは地域資源や可能性について、そして地

域が潤う仕組みづくりなど商工会議所並びに産企協

赤平支部など関連機関と連携を図りながら協議して

まいりたいと考えておりますので、ご理解賜ります

ようお願い申し上げます。 
 以上です。 
〇議長（獅畑輝明君） 町田総務課長。 
〇総務課長（町田秀一君） 大綱４、歳入確保対策

について、①、公共施設の自販機設置契約について

申し上げます。 
 現在当市における自動販売機の設置に関しまして

は、赤平市公有財産規則により契約をし、赤平市行

政財産使用料条例に基づきまして設置料を徴するな

どしてございますが、庁舎におきましては自動販売

機は２台ございまして、赤平母子寡婦福祉連合会と

契約をし、売店を含み、電気代を込みまして月額8,

000円を徴収してございます。病院におきましては、

売店に６台、病棟に３台ございまして、赤平市身体

障害者福祉協会と契約し、設置料は電気代は別とい

たしまして、病棟部分は免除いたしまして、売店部

分は月額520円となってございます。また、総合体

育館及びふれあいホールにおきましては、業者との

契約でございまして、６台ございまして、６台分で

月額２万円を徴収してございます。多目的センター

みらいにおきましては、同様に業者との契約で自販

機が６台ございまして、１本当たり20円、販売価格

の17％など、率によりまして設置料として徴収して

いるところでございます。 
 今後におきましては、福祉事業の増進の立場から

庁舎及び病院につきましては現状を維持し、総合体

育館、ふれあいホール、多目的交流センターみらい

におきましては、近年他の自治体で公募入札方式へ

変更している例もございますことから、その契約の

方法など検討してまいりたいと考えております。 
 以上、ご理解賜りますようよろしくお願いいたし

ます。 
〇議長（獅畑輝明君） 栗山市民生活課長。 
〇市民生活課長（栗山滋之君） 大綱５、生活環境

行政について、エコバレー歌志内の今後についてお

答えをいたします。 
 最初に、エコバレー歌志内に関するこれまでの経

過などについてご説明いたします。エコバレー歌志

内は、主に家庭から排出される一般廃棄物及び企業

から排出される産業廃棄物の可燃ごみの焼却処理を

行う最終処分場として平成15年度より稼働している

施設であります。従来近隣市町村では埋め立て処理

を行っていましたが、可燃ごみの焼却処理を行うこ

とによりごみの減量が図られ、同時に最終処分場の

延命措置も行えることから、各自治体ではその処理

能力に期待を寄せていたところであります。現在一

般廃棄物の処理は、自治体での処理が義務づけられ

ております。各家庭から排出される可燃ごみを同施

設において処分を行っている自治体は、滝川市を中

心とする中空知衛生施設組合、砂川市を中心とする

砂川地区保健衛生組合、深川市を中心とする北空知

衛生センター組合の３組合であり、中・北空知の14

の市町が同施設での処理を行っている状況にありま

す。当初可燃ごみの最終処分の方法につきましては、

各組合においてさまざまな協議がされてきましたが、

広域処理を行う上で近隣の施設であること、企業誘

致と地域の活性化が図られること、処分料金が安価

であることなどの理由により、エコバレー歌志内を

選択するという最終決定がなされました。主な契約

の概要は、平成15年度から15年間稼働を継続するこ

とと料金についてはトン当たり１万5,960円で焼却

処理を行うという内容であります。 
 問題の経営状況でありますが、焼却処理業務が開

始されて以降毎年赤字が発生するという苦しい運営

が続いており、その原因は主に産業廃棄物のシュレ
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ッダーダストを初めとする可燃ごみが計画量以下で

あることと維持管理費が相当かさんでいることによ

るものであります。このような状況から、１期５年

契約を行っている中でエコバレー歌志内から２期目

の契約締結の際、平成20年度からの処分料金の引き

上げ要望があり、同施設と３組合で協議を続けた結

果20年度、21年度は25％の引き上げ、22年度から24

年度までは約58％の引き上げを行うことで合意し、

５年間の契約更新を行ったところであります。しか

しながら、経営状況は悪化した状態が続いており、

さらに今日の経済不況から本社であります日立製作

所の融資が十分得られないことから運転資金も不足

している状況にあり、本年に入ってから契約の途中

解除、撤退の申し入れがあったところであります。

これ以降につきましては、新聞等でご承知のとおり、

エコバレー歌志内の存続を求め、３組合長と歌志内

市長を中心に北海道や日立製作所本社への要請運動

を行っているところであります。 
 次に、当市における可燃ごみの処理計画に関する

ご質問についてでありますが、仮に早い時期での契

約解除や撤退等があった場合、かつ一時的に埋め立

て処理を実施しなければならない状況が発生した場

合を想定いたしますと、当市の最終処分場の使用期

間は５年程度になると予測されていることから、計

画の変更などを迫られることも考えられます。 
 最後に、今後の対応についてでありますが、まだ

本社の回答が出ていないことや３組合、14市町の協

議も必要なことから明確な方針を述べることはでき

ませんが、どのような結論になりましても市民の皆

さんに不安を与えないよう万全な体制づくりに努め

てまいりますので、ご理解のほどよろしくお願いい

たします。 
〇議長（獅畑輝明君） 熊谷建設課長。 
〇建設課長（熊谷敦君） 大綱６、建設行政につい

て、①、道路整備についてお答えさせていただきま

す。 
 現在市内で行われております国道等の整備状況で

ございますが、昨年度本市の長年の懸案事項であり

ました国道38号赤平バイパス、赤平駅前広場の事業

が完了いたしましたことなどから現在は国道に関す

る改良事業等は行われておりませんが、道道につき

ましては山手、平和台地区の赤平滝川線が平成18年

度より測量調査及び物件補償などに着手し、今年度

は盛り土工、一部路盤工などの本工事の予定となっ

ており、平成23年度、平和橋の解体を行い、事業完

了の予定で進められております。共和町の江部乙赤

平線につきましては、今年度より測量調査及び物件

補償などを行い、来年度より本工事を始め、平成24

年度完了の予定で進められております。また、道代

行事業により実施をしております平班橋かけかえ工

事は、旧橋解体と路盤工により来年度完了の予定で

進められております。 
 また、市道につきましては、今年度は４路線の整

備を行いますが、平岸地区の曙南１号通りにつきま

しては平成19年度に135メーターの改良舗装を行っ

ており、今年度は残り109メーターが工事中であり、

７月末の完成の予定であります。茂尻児童館前の若

葉通りにつきましては、今年度約180メーターの改

良舗装工事を行い、東文京町Ａコープ横の東文１条

通りにつきましては約150メーターの改良舗装工事

を行い、それぞれ残り区間を来年度施工し、事業完

了の予定であります。また、赤平中央中学校前から

文化会館までの川添通りの約700メーターの歩道の

整備については、今年度で事業完了の予定でありま

す。現在３路線の測量調査及び実施設計を行ってお

りますので、工事発注は７月下旬から８月にかけて

行い、完成は11月下旬を予定しております。 
 国道の歩道整備につきましては、平成15年度から

18年度にかけて茂尻、平岸地区の拡幅工事が実施さ

れ、その後赤平バイパスの供用に関連して赤平市街

から茂尻市街にかけて部分的に歩道の整備が昨年度

まで実施されておりますが、平岸病院より芦別方面

に向かっての歩道につきましては国道の基準におい

て最低限の幅員があることなどから、これまで拡幅

等の工事は行われておりませんでした。縁石等の老

朽化及び舗装補修等により歩道と車道との段差が不
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足している状況から、これまでも道路を管理する札

幌開発建設部滝川道路事務所に対し整備に関する協

議要請をしてまいりましたが、今年度に入ってから

の協議において現状を把握しており、整備に向けて

の緊急性、重要性などから、現在の状況にはあるが、

地域の要望や老朽化の進行などによる安全対策上か

ら整備に向けて優先順位を再度検討し、今年度の補

修等工事の実施は難しいと思われるが、早期に着手

できるよう努力するとの話を伺っております。歩道

整備などの国道、道道の整備につきましては、今後

も引き続き要請をしてまいりますので、ご理解いた

だきたくお願い申し上げます。 
 次に、②、住環境整備についてお答えさせていた

だきます。第５次赤平市総合計画においても人口定

着や地域活性化を図る上で、産業振興、住環境整備、

少子化対策は重要な施策としてまちづくりの重点プ

ロジェクトとして位置づけをしております。若年層

世帯の移住定住対策は、住環境整備プロジェクトに

おいても公営住宅法により入居制限等を受けない公

的住宅等の整備は有効な方策と考えており、市有一

般住宅や雇用促進住宅の活用についても検討をして

おります。雇用促進住宅につきましては、独立行政

法人雇用・能力開発機構が運営しており、平成13年

12月に閣議決定された特殊法人等整理合理化計画に

より現入居者がいることを踏まえた早期廃止とされ

ており、地方公共団体等への譲渡への方針となって

おります。これまで廃止決定を行った住宅における

入居者に対して最終的な退去期限として退去が困難

な事情を有する入居者については、平成22年11月30

日を明け渡し期限としており、説明会等により理解

を求め、円滑な譲渡、廃止に努めるとのことから、

本市においても昨年11月、雇用・能力開発機構によ

る入居者説明会が開催され、そのように説明がされ

ております。しかし、昨年末以降の派遣契約の中途

解除等に伴う社員寮等の退去を余儀なくされた方々

に対する緊急対策として活用を進めていくとのこと

から、今般厚生労働省において雇用促進住宅の活用

に伴う特別行政法人雇用・能力開発機構中期目標の

変更について発表があり、入居者の退去を促進する

取り組みについては平成21年度以降少なくても３年

間は実施しないものとすることとなり、その後の退

去促進の取り組みは経済状況、雇用失業情勢等を勘

案して判断することとするとされ、明け渡し手続の

再開時期を最も早く想定した場合で住宅の最終的な

明け渡し期限は平成26年11月30日になると示された

ところであります。 
 本市には昭和54年建設の赤平宿舎と昭和61年建設

の大町宿舎の計４棟160戸が建設されておりますが、

大町宿舎については市街地に建設されており、病院、

駅等に近接しているため町なか公住的な性格を持っ

た集合住宅であり、本市の住宅政策上重要な住宅で

あると考えておりますことから、これまで雇用・能

力開発機構とはこれからの公的住宅政策や財政状況

などを考慮し、大町宿舎のうち身障者用住戸が設け

られている１号棟１棟40戸を退去期限である平成22

年度の購入に向けて、購入条件等について協議をし

てまいりました。先ほどご説明させていただいたよ

うに、厚生労働省の方針の変更がありましたことか

ら退去期限は延期となりましたが、現入居者の不安

の軽減や雇用促進住宅の早期の有効活用の点から、

これまでどおりの考え方を基本に本市の財政状況等

を考慮しながら、雇用・能力開発機構と購入条件等

について協議を進めてまいりたいと考えております

ので、ご理解いただきたくお願い申し上げます。 
〇議長（獅畑輝明君） 中村消防長。 
〇消防長（中村高庸君） 大綱７、消防行政につい

て、①、消防団員報酬についてお答えさせていただ

きます。 
 消防団員は、住民を火災やその他の災害などから

守るという献身的な働きをし、しかもその活動は対

価を求めない奉仕の精神により活動しているところ

でありますが、他のボランティア活動と比較して消

防団員の仕事は火災現場などにおいて危険を伴うも

のでありますことから、そのご苦労に報いるため年

額の報酬を支給しているところであります。本市の

団員報酬につきましては、議員ご質問のとおり、一
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部の団員報酬につきましては地方交付税算入額より

下回っているところでありますが、平成17年の行政

改革における非常勤特別職の団員報酬の改正に際し

ては、副分団長以上の階級にある者の報酬を引き下

げ、団員との報酬格差の是正を図るとともに、国が

地方交付税上措置している階級に応じた報酬額及び

近隣市並びに全道における団員報酬額をもとに比較

検討し、報酬額を改正しているところであります。 
 減少傾向にあります消防団員を確保し、消防団活

動を円滑に実施する上で消防団員に対する処遇の見

直しは重要であると考えておりますことから、今後

地方交付税算入額の動向を踏まえ、近隣市などの報

酬額の推移を勘案し、検討してまいりたいと考えて

おりますので、どうかご理解賜りますようお願い申

し上げます。 
〇議長（獅畑輝明君） 五十嵐美知さん。 
〇１番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 ただいまそれ

ぞれ件名に沿ってお答えをいただきました。多くは

おおむね理解いたしましたが、何点か伺いたいと思

います。 
 まず、介護従事者処遇改善ですけれども、保険料

の引き上げが抑えられているようですけれども、介

護従事者の処遇改善にまではつながっていなかった

ということでとても残念に思いますが、現場ではさ

まざまな状況があったのだろうと思います。そこで、

今回の新経済危機対策でも介護従事者処遇改善が入

っております。ですが、今回のことを考えましたら

本当にこの介護従事者の処遇改善に現場ではつなが

っていくのかということを思いますので、この点し

っかり取り組んでいただきたいと思いますが、この

件について改めて伺いたいと思います。 
 また、女性特有のがん検診推進事業でございます

が、女性の健康支援のために、またがん検診受診率

向上は早期発見、早期治療によって完治できると言

われております。乳がん、子宮頸がん対策として、

今回の経済対策で安心と活力の項目で国としても取

り組んでおりますが、今回の無料クーポン券の該当

基準日が６月30日と伺っております。そこで、当市

では７月実施の対がん協会のがん検診受診者に対し、

その該当者についてはどのような対応になっていく

のか改めてちょっと伺いたいと思います。 
 中小企業の資金繰り支援ですが、本年４月から５

月の２カ月間で10件ということですが、本市の企業

経営の実態の厳しさがこれでうかがえると思います。

昨年の10月末から始まりましたこの制度ですが、本

年３月の議会で伺った時点では２月上旬で17件ぐら

いと記憶しておりますが、この20年度末の３月まで

どのぐらいの件数利用されてきたのか伺っておきた

いと思います。 
 そして、雇用調整助成金でございますが、ハロー

ワークが窓口になっております。今回の新経済危機

対策では、さらに教育訓練が答弁の中にもありまし

たけれども、実施する会社には１人１日6,000円上

乗せされるということでありますので、内容と具体

例について知りたくてハローワークへ行ってまいり

ました。その聞く中ではとても使い勝手のよい制度

になっており、現在本当に多く利用されているよう

でございます。また、行ったときには就職探しの

方々も随分多くおりました。そういう面では、まだ

まだ雇用の面では厳しさがうかがえます。よって、

時間調整や休業を余儀なくされている企業支援の支

える意味から、雇用調整助成金の上乗せ制度をしっ

かり当市の企業の皆さんに活用していただくことを、

このことは雇用も企業も守ることにつながっていく

という観点からも行政も会議所と連携して市内企業

の皆さんにぜひこのことを発信していただきたいこ

とを強く申し上げておきたいと思います。 
 特にまた今回の新経済危機対策では教育関連が顕

著にあらわれております。それは、まずスクールニ

ューディールの学校耐震化にあわせたエコ改修、Ｉ

ＣＴ化などが進められております。児童生徒の安心

や安全の確保、あるいはＣＯ２削減の教育や、また

教育環境の向上を図ろうとしておりますが、当市の

学校耐震化につきましては耐震診断中が赤間小１校

で、あとの小学校３校と中学校１校が耐震診断化に

ついては２次診断がまだ行われていない状況にあり
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ますので、勢い耐震化まで国の歩調に合わせて進ま

ないのはわかります。がしかし、この16日の文科省

発表による今年度の公立小中学校の耐震化状況では、

震度６強以上の地震で倒壊のする危険性が高い校舎

が北海道では438校とあります。当市にはこの中で

そういう学校もあるのではないかと思いますが、そ

こで学校の耐震化を進めるに当たりまして、児童数

減少の現在、またこれからの推移とあわせた今後の

学校再編整備によるものと思います。当市の子供た

ちに複式学級の解消も含め、今後良質な学校教育の

提供について前向きな取り組みがあってもよいので

はないかと思いますので、教育委員会としての見解

を伺っておきたいと思います。 
 以上、２回目終わります。 
〇議長（獅畑輝明君） 斉藤介護健康推進課長。 
〇介護健康推進課長（斉藤幸英君） まず、介護職

員の処遇改善につきましてお答えをさせていただき

ます。 
 今般国の追加景気経済対策の一環としまして、介

護報酬とは別に使途は限定されて交付される介護職

員処遇改善交付金が新たに盛り込まれ、介護事業者

が従業員の待遇改善を図る計画書を都道府県に提出

し、認定を受けることにより、本年10月以降のサー

ビス提供分から交付される予定となっております。

これにより、事業所の種類により差はございますが、

国の試算では常勤換算で月額１万5,000円程度の賃

金改善が進むものと見込まれているところでありま

す。介護サービスの質的向上を図り、事業を安定的

に継続させていくためには優秀な人材を確保してい

くことが重要になりますことから、各事業者には介

護職員の待遇改善を図るよう引き続き努力をしてい

ただきたいと考えておりますことから、各事業者が

交付金制度を有効に活用し、処遇の改善を進めてい

くよう動向を注視してまいりたいと考えております。 
 続きまして、女性特有のがんの検診推進事業につ

いてでございますが、当市におきましては女性特有

のがんの集団検診を来月７日から実施する予定で現

在受診受け付けをしているところであります。今回

の検診該当者への無料受診券等の交付がそれに間に

合わないような状況にございますが、該当される方

については不利にならないような対応を今後とりた

いと考えておりますので、ご理解を賜りたいと思い

ます。 
 以上です。 
〇議長（獅畑輝明君） 菊島産業課長。 
〇産業課長（菊島美時君） まず、緊急保証制度の

貸し付けに係る３月までの認定件数ですが、23件認

定したところであります。さきに申し上げました４

月から５月末の認定件数10件を合わせますと、５月

現在で33件認定したところであります。こうしたこ

とからも市内企業の厳しい資金繰りと認定緊急保証

制度の業種が698から760に拡充されたのと期間が平

成22年３月31日まで延期されたということが主な要

因として認識しております。また、この間市のホー

ムページでは周知してきましたとともに相談なども

行ってきたところでもありますが、今後とも周知徹

底はもちろん迅速な対応に努めてまいりたいと考え

ておりますので、ご理解賜りますようお願いします。 
 次に、雇用調整助成金についてでありますが、大

変厳しい経済雇用情勢の中、現在多くの企業が生産、

雇用調整を行っている現状にあり、本助成金につき

ましては多くの企業が活用している状況にあると申

し上げておりますが、今ほどお話がありましたよう

に、特に教育訓練制度につきましては商工会議所並

びに産企協赤平支部など関係機関とも連携をとりな

がら周知してまいりたいと考えておりますので、ご

理解賜りますようお願い申し上げます。 
 以上です。 
〇議長（獅畑輝明君） 相原教育課長。 
〇教育課長（相原弘幸君） 耐震化にあわせた学校

の再編整備についてでありますけれども、議員のお

っしゃられました耐震性が弱い校舎というのには赤

間小学校も入っております。現在第２次診断を行っ

ておりまして、その後工事を行うための実施設計を

行う予定でございます。国は、今年度中にＩｓ値0.

3未満の学校の耐震化を完了したいとの意向であり
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ますけれども、診断と実施設計にはそれぞれ第三者

機関の審査を経なければならず、審査が大変込み合

っているという状況から診断から実施設計を完了す

るまでに１年近くが必要とのことで、大変苦慮して

いるところでございます。また、ご指摘のように子

供の数が緩やかに減少して増加する要素が少ない現

在の状況からは、子供たちの良質な学校教育環境の

提供という観点から学校の再編整備というのは避け

て通れない問題と考えております。しかし、学校が

地域とともに歩む存在であるという状況もまた無視

することはできません。いずれにしましても、耐震

改修においてはこれらのことも念頭に効果的な予算

執行に努めてまいりますので、ご理解賜りますよう

お願いいたします。 
〇議長（獅畑輝明君） 五十嵐美知さん。 
〇１番（五十嵐美知君） 〔登壇〕 再質問で伺い

ましたことにつきましては理解いたしました。 
 最後になりますけれども、女性特有がん対策、無

料クーポン券についてですけれども、特に若い方々

の早期発見が一番大事ですので、検診向上の40％か

ら50％ぐらい目指していただきたいと思いますので、

無料クーポン券の配布のあり方につきましても一工

夫したほうがよいのではないかと思いますので、こ

の点よろしくお願いいたします。 
 今回の地域活性化・経済危機対策臨時交付金につ

きましては、見込まれている事業についての発注の

考えとして、お答えいただきましたように交付金の

趣旨を踏まえて地元企業にできる限り配慮する、そ

して早期発注に努めるとございました。この取り組

みは、地元の経済支援にもつながってまいりますの

で、現状の社会情勢では待ったなしの経済危機でも

あります。今後の取り組みに期待して、質問を終わ

ります。 
〇議長（獅畑輝明君） 質問順序２、１、財政健全

化に向けて今後の見通しについて、２、ごみの不法

投棄対策について、３、国の大型補正農業予算の取

り組みについて、４、新型インフルエンザの対応に

ついて、議席番号３番、谷田部芳征君。 

〇３番（谷田部芳征君） 〔登壇〕 通告に従いま

して、質問を始めますので、よろしくお願いいたし

ます。 
 大綱１、財政健全化に向けての今後の見通しにつ

いてお伺いをいたします。世界の国々が100年に１

度と言われる金融恐慌で大混乱を起こし、今アメリ

カでは自動車産業を中心に各産業、企業にてこ入れ

がなされ、経済界の再編に国民の莫大な税金が投入

されております。日本においても14兆円を超える国

税が経済対策として投入され、各産業の再編や支援

に当たることになったところであります。各自治体

には総額１兆円を超える、都道府県では4,000億、

市町村分で6,000億、合わせて１兆円の地域活性

化・経済危機対策臨時交付金が交付されることにな

り、当市にも約１億8,000万ほどの恩恵があると聞

いております。 
 さて、当市の今後の財政健全化の見通しについて

お伺いをするところでありますが、第１回定例会に

おいて平成20年度の連結実質赤字比率は３月末見込

みで19.4％となり、早期健全団体という黄色信号を

一気に飛び越え、健全化団体としての青信号にまで

達し、市民一同皆安堵したところでありますが、20

年度決算がまだ最終的ではなくて、特に赤字額の心

配される国民健康保険特別会計や市立赤平総合病院

の決算も含め単年度収支がまだ不確定でありました。

６月中旬ともなりますとそれぞれの決算も明確にな

る時期でありまして、連結実質赤字比率や実質公債

費比率が正確になってくるのではないかと思われま

すが、収支の結果と今後の見通しにつきましてお伺

いをいたしたいと思います。 
 いずれにいたしましても、当市の財政事情は健全

化に向かっていることは間違いないと想定されます

ので、これからは当市も雇用対策の充実が必要にな

ってくるのではないでしょうか。既に４月から取り

組まれている緊急雇用創出事業交付金を初め、他の

財政支援措置費をどのように活用し、雇用対策や地

元企業への支援策及び活性化対策はどのようになっ

ているのか状況等も含めお伺いをいたします。 
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 また、職員給与に関してお伺いいたしますが、平

成19年度、20年度については職員の皆さんも健全化

対策の中でやむを得ないこととし、緊急避難的な財

源確保対策として30％の賃金カットに協力してまい

りました。平成21年第１回定例会において職員給与

10％分が回復されましたが、まだ20％の回復につい

ては見通しが不明確であります。30％もの賃金カッ

トの協力は、早く財政が健全化されることを願って

の協力であり、職員、家族の皆さんもいろいろな面

で苦労されていることと思いますが、職員給与を削

減して財政対策に充てることは、正常なやり方では

ないと私は思います。今当市の財政事情が正常化し

つつある中で、財源確保の今後の見通しも含め、削

減された給与の回復の考え方について伺いたいと思

います。 
 次に、職員採用についてお伺いしますが、平成20

年度は消防職員２名が採用となり、第１回定例会の

中で22年度に向け事務職１名を採用する旨の答弁が

なされております。20年、21年度は、道からの派遣

職員が２名おり、大変助かっているわけであります

が、22年度は道からの支援もないかと思います。こ

のことも含め１名の採用だけでよいのか、それとも

財政健全化とともに複数の採用も検討されているの

か、今後の職員採用についての考え方をお伺いをい

たします。 
 次に、大綱２、ごみの不法投棄対策についてお伺

いをいたします。毎年春の雪解けとともにごみの不

法投棄が目立ち、年々投棄の範囲も広くなっている

ようであります。当市も平成15年からごみの有料化、

分別収集が始まり、ことし７年目になりますが、市

民にも分別が定着し、収集業務も順調に進められて

いることでありますが、反面心ない不法投棄は減る

どころかますますエスカレートしている現状かと思

われます。瓶類などのガラス製のものを車中から投

げられ、割れて散乱している場面もありまして、大

変危険でもあります。これまで何回も不法投棄の質

問が出されており、２年前私も質問し、対策強化に

ついて提案をさせていただきました。町内会や団体

等による清掃活動やポイ捨て禁止の啓蒙活動、看板

の設置等は一定の効果はあると思います。早朝から

自発的に袋を持って道路わきに投げられたごみを拾

っている方をお見受けしますと、本当に頭が下がる

思いでありますが、しかしその後ろから、あるいは

その次の日からポイ捨てされる現状は、何とも腹立

たしい複雑な気持ちであります。当市も国の法律や

道の条例を適用しながら対処しているとのことであ

りますが、私はこの際情報の提供を密にしながら、

警察とより連携をして取り締まりを強化していただ

きたい。法律によって懲役５年以下、罰金1,000万

円以下の罰則の重みを知って、事の重大さを知らな

ければ一向に減らないと思います。監視カメラの設

置も考慮に入れながら、強力な対策も必要でないか

と思いますが、お伺いをいたします。 
 次に、大綱３、国の大型補正農業予算の取り組み

についてお伺いをいたします。５月29日、政府の追

加経済対策の裏づけとされる2009年度補正予算が成

立しましたが、総額14兆円を超える景気対策、大型

予算でありますが、その中で農林水産費は１兆302

億円であり、当初予算の４割にもなります。低迷す

る我が国の農業再生に向けて、主に当初予算の拡充

に重点を置いた農地対策、生産対策、経営対策と幅

広く事業を盛り込んだ内容と言えます。しかし、国

の予算が生産現場で生かされず、にせ金で終わる部

分も少なくないとの指摘もあり、柔軟な運用が考慮

されてほしいものであります。 
 さて、事業予算の内容として、担い手対策事業や

水田フル活用、耕作放棄地対策など、目玉となる事

業が盛り込まれており、道との内容説明も済んでい

るとお聞きしております。当市は、水田農業推進協

議会を通じて各種事業を取り組んでおりますが、当

初予算とあわせて今後どのように活用されていくの

か考え方をお伺いいたします。 
 次に、大綱４、新型インフルエンザの対応につい

てお伺いをいたします。４月下旬からメキシコに発

生した新型インフルエンザは、アメリカを初め世界

各地に感染が広がり、発生後一月半になりますが、
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これまで数万人とも言われる感染者と100人以上の

死者を出し、日本においては道内にも感染者が発生

し、今日まで650人を超える感染者が確認されてお

ります。発生当初は、病原性の程度や症状の詳細が

わからず、一般の人はもちろん医療機関でも混乱し

たとのことでありますが、その後ウイルスの毒性は

低いこと、感染者１人の人から三、四人程度の感染

率であること、病気の重症度は比較的軽いことなど

がわかり、正しい情報により落ちついてまいりまし

た。しかし、新型インフルエンザの免疫はだれも持

っていないため、流行すれば数千万単位で感染が広

がることが予想されております。日本も秋、冬の空

気の乾燥した季節でなかったことが幸いしたと言わ

れております。現在峠は越して終息に向かっている

ところもありますが、一方これから冬を迎えるオー

ストラリアを初め南半球では感染者が急増しており、

ＷＨＯも世界的流行を意味する警戒水準を最高の６

に引き上げる宣言がされ、日本もこれから秋に向か

って再度拡大のおそれも十分あるわけであります。

こうした状況下で、当市も国、道の指示の中、万が

一に備えての対応策を講じてこられたと思います。

当市のこれまで進めてこられた対応と今後の対策な

ど及び市役所内の危機管理体制を含めてお伺いをい

たします。 
 １回目終わります。 
〇議長（獅畑輝明君） 伊藤企画財政課長。 
〇企画財政課長（伊藤寿雄君） 大綱１、財政健全

化に向けて今後の見通しについてお答えさせていた

だきます。 
 平成20年度の決算につきましては、出納整理期間

である５月を終了し、現在最終の確認作業を進めて

いる状況のため確定には至っておりませんが、最も

心配されておりました連結実質赤字比率につきまし

ては13.23％の見込みとなり、黄色信号の早期健全

化基準となる20％との差額が約３億1,000万円とな

っております。また、実質公債費比率につきまして

は23.2％となり、いずれの比率も青信号となる健全

化段階に位置することが確実となったところであり

ます。 
 そこで、主な会計別の平成20年度末の状況を申し

上げますと、国民健康保険特別会計の累積赤字額が

約３億9,000万円、病院事業会計の不良債務が約14

億円、水道事業会計の不良債務が約1,600万円とな

っておりますが、特に一般会計におきまして旧赤平

小学校跡地の売却や花卉園芸振興公社の民間譲渡に

よります貸付金の一部返済、特別交付税の大幅な増

額など、計画外あるいは計画を上回る収入を得たこ

とによりまして一般会計として約10億9,000万円の

剰余金が発生したことなどにより、連結実質赤字比

率を大きく改善する結果となったわけであります。

平成21年度におきましては、こうした平成20年度か

らの繰越金を累積赤字や不良債務解消の前倒しに一

部を充当するなど、早期に財政健全化を図るため検

討してまいらなければなりません。いずれにいたし

ましても、平成20年度決算の連結による財政比率が

改善したとはいえ、市立病院の実質の単年度収支は

まだ均衡が図られていない状況でありますし、累積

赤字や不良債務が残されている間は引き続き努力を

してまいらなければなりません。 
 そこで、今後の見通しについてでありますが、今

月９日に内閣府より発表された４月の景気動向につ

きましては、11カ月ぶりに景気が改善したと言われ

ておりますが、これは下げどまりとの予測が強く、

回復にはまだまだ時間がかかりそうでありまして、

地元企業にとりましても厳しさに変わりはないと思

われますし、市税等に対する影響も懸念されるとこ

ろであります。また、平成20年度、21年度と国の経

済緊急対策による補正予算が今後どのような形で地

方の財政に影響を与えるかなど、極めて財政見通し

が立てづらい現状にありますが、平成20年度決算を

ベースに国の骨太方針2009並びに財政見通しに関す

る資料などを参考にしながら、再度当市の財政推計

を見直した上で引き続き財政健全化に努めてまいり

たいと思いますので、ご理解賜りますようお願い申

し上げます。 
〇議長（獅畑輝明君） 浅水副市長。 
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〇副市長（浅水忠男君） 平成20年度決算見込みに

よります財政の改善によりまして、雇用対策、市職

員給与の回復、職員採用についてのご質問がござい

ましたので、私のほうからお答えをさせていただき

たいと思います。 
 最初に、雇用対策の件についてでありますが、世

界的な不況によって景気は後退し続けておりました

が、４月になりまして約11カ月ぶりに景気が上向い

たと内閣府による発表がありましたが、企業にとり

ましてはまだまだ厳しい状況には変わりはないとい

うふうに思います。当市といたしましては、当初予

算の中でも予算計上しておりますとおり、国により

ます緊急雇用創出事業交付金並びに地方交付税によ

ります地域雇用創出推進費を活用いたしまして48名

の新規雇用の場を確保しておりますけれども、平成

22年度も引き続き地域雇用創出推進費等を最大限活

用いたしまして雇用の確保に努めてまいりたいと存

じております。また、５月29日に約14兆6,000億円

の国の経済対策の補正予算が成立いたしましたこと

に伴いまして、経済危機対策臨時交付金並びに公共

投資臨時交付金など国におきます財政支援措置を有

効に活用いたしまして、地元経済の活性化を図るた

め予算をできるだけ早期に提案をさせていただきた

いというふうに考えているところでございます。 
 次に、市職員給与の回復及び採用の経緯に関しま

しては、先ほど企画財政課長より答弁がありました

ように財政が改善したとはいえまだまだ多くの課題

が残されている状況にはあります。このたびの財政

健全化計画を上回る改善の内容は、市民の懸命な努

力やご協力の成果でありますが、同時に市職員自身

の人件費削減を初め日常業務の中でのコスト意識に

よってこのたびの財政指標に至ったものであると考

えております。当然職員も家族を抱えた中での生活

がございますし、また士気を高める上でも一日も早

く給与を回復するための努力が必要であると考えて

おります。さらに、将来にわたる行政機能を考えた

場合に年齢構成に配慮いたしました職場環境を整え

ることも重要でありますので、今後におきましては

財政推計を見直した中で平成22年度からのできるだ

けの給与回復と職員の複数の採用につきまして十分

検討をしてまいりたいと考えております。 
 お話にありました道からの派遣職員の件につきま

しては、２年間限りの派遣と理解をしておりますの

で、ご理解をいただきますようお願いを申し上げま

す。 
 以上です。 
〇議長（獅畑輝明君） 栗山市民生活課長。 
〇市民生活課長（栗山滋之君） 大綱２、ごみの不

法投棄対策についてお答えいたします。 
 ごみの不法投棄につきましては、国の法律であり

ます廃棄物の処理及び清掃に関する法律や北海道の

空き缶等の散乱の防止に関する条例、いわゆるポイ

捨て防止条例などを適用しながら、その対応に努め

ているところであります。議員のご意見にもありま

したとおり、道路や公園などのごみ拾いをされてい

る方々を見かけますと大変うれしさを感じますし、

一方残念ではありますが、心ない人たちも後を絶た

ず、道路を初め山林や河川など人通りの少ない場所

に意図的に捨てられているごみを見かけますと大変

やりきれない気持ちに陥ることもございます。この

ようなことから、不法投棄は各個人のマナーの問題

とも言われており、啓蒙活動も重要な活動の一つと

とらえ、市の広報による関連記事の掲載や出前講座

によるごみに対する意識の高揚、あるいは不法投棄

が多い場所には赤歌署との連名による看板の設置な

ど継続的な活動を行い、不法投棄の減少を図ってい

るところであります。また、関係機関との取り組み

といたしまして、警察や郵便局、あるいは町内会な

どとの情報交換を行い、不法投棄物の調査やごみの

回収指導、そして悪質な場合には赤歌署による書類

送検も行っており、不法投棄者の減少に努めている

ところですが、大きな成果までには至っていないの

が現状であります。 
 最後に、不法投棄対策の強化についてですが、不

法投棄を減らしていくためには地道なりにも先ほど

述べました諸対策を継続的に行っていく必要性を感
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じているところですが、監視カメラの設置という新

しい取り組みのご提案もいただいたことから、赤歌

署とは法的なことも含めまして具体的な効果などに

ついて十分検討していきたいと考えております。さ

らに、ほかにもより効果的な活動が行えるよう、今

後は関係機関や地域の方々とともに知恵を出し合い

ながら、ごみの少ないきれいなまちづくりに努めて

まいりますので、ご理解のほどよろしくお願いいた

します。 
〇議長（獅畑輝明君） 菊島産業課長。 
〇産業課長（菊島美時君） 大綱３、国の大型補正

農業予算の取り組みについてお答えいたします。 
 世界的な穀物需給の逼迫、原油、肥料の価格の高

騰、輸入食品の安全性に対する不安の増大など、食

料供給に対する不安定要素が急速に増大する中、国

の景気対策として総額14兆円の補正予算が成立され、

将来の食料供給を万全にする持続可能性のある強い

農業づくりなどさまざまな目標を掲げ、農林水産関

係補正予算については１兆302億円の大型となりま

した。この補正予算におかれましては、既存の制度

に対する事業の拡充など新規就農や農産物市場の拡

大対策や事業を新設したり、幅広い予算になってい

るところであります。また、平成21年度は地域が一

体となって行う量販店や食料メーカーとの連携活動

や品質の向上、流通効率化などの取り組みとして水

田フル活用元年と位置づけられており、平成20年度

補正予算から平成21年度通常予算にかけて米粉用、

飼料用米、麦、大豆などの食料自給率向上につなが

る作物の作付拡大について国の対策が整備されてき

たところです。 
 さて、当市の平成21年度農林水産関係補正予算の

活用ですが、現在減反政策である産地づくり交付金

が産地確立交付金と新たな対策となる中で、平成21

年度予算で新設された水田や畑を最大限有効に活用

し、自給率の低い穀物の需要に応じた生産拡大の取

り組みなどや新たな自給率向上戦略として水田等有

効活用促進対策と食料自給率緊急向上対策並びに産

地確立交付金を一元としての活用を考え、また担い

手農家が規模拡大を行いつつ効率的な経営ができる

農地集積加速化事業を取り入れるなど、国の通常予

算も踏まえた中で地域の実情に即した形で活用を検

討してまいります。また、今後は赤平市水田農業推

進協議会やＪＡたきかわと協議し、連携を図りなが

ら農業の振興に努めてまいりますので、ご理解賜り

ますようお願いいたします。 
〇議長（獅畑輝明君） 斉藤介護健康推進課長。 
〇介護健康推進課長（斉藤幸英君） 大綱４、新型

インフルエンザの対応についてお答えをいたします。 
 メキシコにおいて発生しました新型インフルエン

ザであります豚由来インフルエンザＡウイルスによ

り国内でも感染者が発生し、累計患者数は昨日17日

の11時現在で655名となっております。道内におい

ても感染者が報告されております。ＷＨＯでは、世

界的流行の状況にあることを示す警戒レベルをフェ

ーズ６に引き上げたところでもありますが、今回の

インフルエンザにつきましては弱毒性であり、感染

者についても比較的軽症患者が多く、重症度から見

ると世界的には中等度と言えるとしております。こ

れ以上感染が拡大せずに早期に終息することを願っ

ているところでもあります。 
 秋以降には毒性が強まったウイルスに変異し、再

び発生する可能性もあり、当市におきましても今後

の発生時に備えた対策を立てる必要性があることか

ら、赤平市新型インフルエンザ対策行動計画並びに

新型インフルエンザ発生時の赤平市業務継続計画の

策定を進めているところでもあります。これらの計

画におきましては、市内発生時、さらには拡大蔓延

時におきまして市民の健康を守るためいかに対応し

ていくかを想定しており、健康被害を最小限にとど

める要支援者への支援対策、市民生活に直結した行

政サービスの維持などを目的とした行動計画となっ

ております。また、感染防止対策に使用する器具、

備品等につきましても現在整備を進めてきており、

発生時に備えた体制づくりに取り組んでいるところ

でもあります。なお、市立病院におきましても滝川

保健所の指導を仰ぎながら一般患者と違った経路を
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確保し、５月７日より病棟２階の旧第１病棟跡に発

熱外来を設置し、受け入れ態勢を整えたところでも

あります。 
 現在滝川保健所内に発熱相談センターが設置され、

電話による相談を受け付けておりますが、道内にお

いて感染者が蔓延、拡大の兆しが見えたときには市

役所内にも相談窓口を設置していく予定でもおりま

す。先般滝川保健所管内におきまして市町村の危機

管理や健康づくり部門、消防、警察の関係者が出席

して新型インフルエンザ対策連絡会議が立ち上げら

れ、国及び道の新型インフルエンザ対策行動計画等

に基づき、道と市町村等の関係機関が連携して新型

インフルエンザ対策を行っていく体制をつくり、定

期的に協議を進めているところであります。今後市

としましては、市民に対し新型や季節性を含めイン

フルエンザに感染しないよう、広報紙や健康教室な

どにおきまして引き続き感染予防等を周知してまい

りますので、ご理解を賜りたいと存じます。 
 以上です。 
〇議長（獅畑輝明君） 谷田部芳征君。 
〇３番（谷田部芳征君） 〔登壇〕 それぞれご丁

寧に答弁いただきましてありがとうございました。 
 再質問ではなくて、１点申し上げて終わりたいと

思いますが、財政の健全化に伴う職員給与の回復に

ついてでありますが、20年度決算の見込みでは連結

実質赤字比率で13.23％まで下がったと。黄色信号

である早期健全化基準となる20％との差額では３億

1,800万もの余裕のある内容のご答弁でありました。

市民にとりまして何よりの朗報かと思います。これ

も市民の協力と行政の努力の結果でもありますし、

計画外の収入も大きくはずみをつけたところであり

ます。しかし、19年度までの職員の早期退職制度や

２カ年にわたる職員給与30％カットによる健全化に

向けての貢献度は非常に大きいものがあったと思い

ますし、まさに身を削って協力されてきたのであり、

今後も累積赤字あるいは不良債務の整理されるまで

気を引き締めての財政運営かと思いますけれども、

職員の士気に影響することであり、少しでも早い時

期での給与回復に努めていただきたい、このことを

申し上げて終わりたいと思います。 
〇議長（獅畑輝明君） 質問順序３、１、第５次赤

平市総合計画について、２、エルム高原の将来展望

について、３、学校統合について、議席番号６番、

北市勲君。 
〇６番（北市勲君） 〔登壇〕 通告に基づきまし

てご質問をいたしますので、ご答弁のほどよろしく

お願いをいたします。 
 大綱１、第５次赤平市総合計画についてお尋ねい

たしたいと思います。①、実施計画の作成について

でございますが、本議会におきまして可決されまし

た第５次赤平市総合計画は、これから先赤平市が10

年間進むべき道の方向を定めると同時に、基本計画

である実施計画の枠組みを示すものとして多くの市

民、あるいはアンケートなどから意見を募りつくら

れました。大変すばらしい計画であると、赤平市民

にとって将来に明るい希望の持てる計画であり、構

想であると高く評価している一人でもございます。

しかし、この計画はすばらしいだけに実現するに当

たって不安がないわけでもありません。この不安に

感じているところは、特に赤平市の人口でございま

す。現在１万三千三百数人ですが、これが10年後の

平成30年には１万1,600人と、こういう数字で出さ

れておりますけれども、この想定されている人口に

つきましては、現在のような社会情勢が続く限り赤

平市に誘致企業なども来る可能性も非常に低くなり、

この人口がふえる要素が非常になくなり、むしろこ

の１万1,600人の人口を本当に確保できるのかと、

このことが一番心配に感じているところでございま

す。私どももこの議会の審査特別委員会におきまし

てこのことにつきまして議論をいたしました。実施

計画につきましては、これからつくられるというこ

となので、その作成に当たり１点ほどお聞きいたし

たいと思います。 
 まず、この実施計画をつくるに当たって、数多い

課題のある中で計画の優先順位というものを考えて

おられるのか。また、これに対する予算配分などに
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ついてもどういう考え方を持っておられるのか、そ

の考え方をお聞かせ願いたいと思います。 
 ②の各種団体からの意見の具体化についてお尋ね

をいたします。各団体との意見懇談会を通じまして、

たくさんのご意見が出されております。例えば介護

施設の待機者が多いので、そういう施設をつくって

もらいたいというような福祉施設の拡充を求める声、

それから企業を誘致して安定した雇用の場を確保し

てほしいという産業振興と雇用の場の確保、さらに

持ち家促進制度の強化をしてほしいと、いわゆる持

ち家制度の促進をしてもらいたいと、このような大

きな問題がたくさん上がってきております。これら

の要望をかなえることは、ひいては赤平市の人口減

の歯どめになるのかと、こういうふうに思っており

ますが、大変難しい問題でもあります。従来のよう

な発想では、これらの課題を解決することは非常に

難しいと。この解決に当たってどのように考えてお

られるのか、このことも聞かせていただきたいと思

います。 
 大綱２のエルム高原の将来展望についてお尋ねを

いたします。①、指定管理者による委託の成果につ

いてお尋ねいたします。平成18年より指定管理者制

度を設け、公共施設の運営管理及び経費節減を目的

としてこの制度が導入されました。エルム高原もこ

の指定管理者制度の中に入っております。そして、

特にエルム高原につきましては、平成11年からこの

19年までの間にあそこを利用された方々の人数が平

成11年にはおおよそ23万7,000人の利用者がありま

した。それが19年度には16万9,000人と。この約８

年間の間に毎年１万人近い人が利用しなくなってき

ていると、こういう状況の中で18年から導入した指

定管理者制度についての成果というものをどのよう

に評価しているのか、その評価についての考え方を

お聞かせいただきたいと思います。 
 ②の現状の利用者の分析についてでありますが、

ただいま申し上げましたように23万7,000人の利用

者から16万9,000人に減っていったと。これは、単

純に見過ごすわけにはいかない数字でございます。

やはり現状の利用者の分析をしなければ、この利用

者の増を望むこともできません。この利用者の方々

の赤平市民が何％の人が使っているのだ、あるいは

市外から何％の方々が来ていられるのだ、あるいは

年齢構成はどうなっているのだと緻密な分析がなけ

れば次のステップは踏めないと、このように私は感

じております。ぜひこの分析についてどのようにさ

れたのかもお聞かせ願いたいと思います。 
 ③の第５次赤平市総合計画における位置づけにつ

いてお尋ねをいたします。第５次赤平市総合計画の

中では、エルム高原施設の充実、あるいは観光ルー

トの開発とうたっておりますが、将来的な位置づけ

がよくわかりません。エルム高原を単純に赤平市民

に憩いの場にするのか、あるいは他市からの利用者

をふやして大々的に観光資源として開発するのか、

この辺のところが今の第５次総合計画の中ではよく

判明いたしません。ということで、この指定管理者

制度も私どもは数回にわたりこの21年度の指定管理

者の契約につきましては、赤平市に数少ない観光資

源としての開発という観点から企画コンペを導入し

た指定管理者と契約すべきでないですかという提言

もさせていただきました。ことしは１年限りの契約

ということなので、今後に向けてもどうなるのかも

含めてこの辺の将来についての位置づけをお聞かせ

願いたいと思います。 
 ③の学校統合についてお尋ねいたします。先ほど

同僚議員からこの学校関係の統合、耐震等の話がご

ざいましたので、若干ダブるところもあろうかと思

いますが、ご答弁のほどよろしくお願いをいたしま

す。赤平市内の小学校及び中学校の統合につきまし

ては、学校教育条件整備具体化構想と適正配置計画

の10カ年計画のもとに小学校の複式校の解消と中学

校の学年複数化ということを目指して平成19年に一

応の決着を見ましたが、しかしいまだ複式学級は残

っておる。小学校につきましては、複式学級も残っ

ているのと各学年の学級が１学年だけ除いてすべて

１学級であると。赤間小学校の一部に２学級があり

ますけれども、こういう状況にあると。子供たちの
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学力や、それから社会性を身につけて向上させるた

めにも、多くの同じ年代の子供たちが交わることで

その成果があると、私はそのように思っております。

ぜひ１学級をなくすような学校統合を進めていただ

きたいと、このように思っております。 
 また、一昨日報道にてありました北海道内の学校

施設の耐震化率でございますが、大変低い数字とい

うことになって、45.4％ですか、こういうふうにな

っていますが、この原因につきましては各市町村の

財政事情の厳しさと、それから少子化に伴う統廃合

に時間を要していると、こういうことが原因である

と言われていますが、赤平市もこれに該当する部分

ではないだろうかと、このように感じてもおります。

子供たちが安心して安全なところで教育が受けられ

るような環境をつくるためにも学校の耐震化は避け

て通れない問題であると、このように思っておりま

す。学校施設の安全性の確保と厳しい財政事情の解

決は、やはり学校統合ではないのかなと。これによ

って学級の１学級制が解決できるのであれば早くこ

のことに着手すべきでないかと、このように思って

いますが、教育委員会としての見解をお尋ね申し上

げたいと思います。 
 １回目の質問を終わります。 
〇議長（獅畑輝明君） 暫時休憩いたします。 

（午前１１時５０分  休  憩） 
                       

（午後 １時００分  再  開） 
〇議長（獅畑輝明君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 
 伊藤企画財政課長。 
〇企画財政課長（伊藤寿雄君） 大綱１、第５次赤

平市総合計画について、①、実施計画の作成につい

て、②、各種団体からの意見の具体化について、関

連がございますので、一括してお答えさせていただ

きます。 
 第５次赤平市総合計画の基本構想につきましては、

先日本議会において議決をいただき、いよいよ７月

から本格的にスタートすることとなります。これま

で総合計画の策定に当たりましては、市民アンケー

ト、住民懇談会、各種団体懇談会、青少年みらい会

議、パブリックコメント、まちづくり意見募集箱の

設置などによりまして、市民の意見を反映するよう

努めてまいりました。また、まちづくり市民会議に

おいては、各専門部会の開催のほかに全体会議を５

回開催し、総合計画の基本構想並びに基本計画につ

いて熱心にご議論をいただいたところであります。

行政といたしましては、こうしたこれまでの過程を

十分に認識した上で、計画だけにとどまることなく、

確実に実行に移してまいらなければならないと考え

ております。 
 そこで、今後策定していく５年間の実施計画につ

いてでありますが、間もなく平成20年度の決算が確

定してまいりますので、まずは財政推計を最新の状

況に見直し、どういった財源確保が可能であるかを

検証する必要があります。また、ソフト事業を中心

に財源を必要としないまちづくり事業も当然ござい

ます。こうしたことを念頭に置きつつ、何を選択し、

何を集中的に、何を優先的に推進していくのか、３

つの重点プロジェクトを柱として全庁的な協議を進

めると同時に、特に各種団体懇談会の中では専門的

立場からさまざまな具体的提言もいただいておりま

すので、これらも十分に参考としつつ、また協働に

よる施策もございますので、必要に応じては市民や

団体の考え方もお聞きしながら、９月中には実施計

画を策定してまいりたいというふうに考えておりま

す。 
 また、人口の定着化に向け、福祉や医療などと定

住策との関連性のお話がございましたが、総合計画

の中でも産業振興、住環境整備、そして少子化対策

の３つを重点プロジェクトとして掲げておりますが、

移住定住促進につきましてはこの住環境整備プロジ

ェクトに位置づけられているものであります。平成

17年の国勢調査における当市の昼夜間人口、いわゆ

る昼間にほかのまちから赤平市に勤務あるいは通学

をされている方の人数が1,617人といった結果が出

ておりますので、こうした方が赤平市に住んでいた
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だくためには何が支障となり、何を望まれているか

など、これらについて企業等を通じて調査を実施し

てまいりたいというふうに考えておりますし、お話

にございましたように住宅の新築並びに持ち家を維

持し、住み続けていただくためには冬の暮らしを守

るための融雪槽やロードヒーティング、これらの設

置費用に対する助成制度、また安心した生活を送れ

るためのバリアフリー等に対するリフォーム助成、

訪問診療を継続的に行える体制づくりなど新たな施

策について検討してまいらなければならないという

ふうに考えております。 
 いずれにいたしましても、当市の財政状況が厳し

いのは事実でありまして、あれもこれもといった時

代ではなく、限られた予算であるからこそ知恵や発

想を生かしながら、選択と集中、めり張りを持って

特色あるまちづくりを推進することによって、総合

計画の目標人口であります１万1,600人を達成でき

るよう市民と一体となって努力してまいらなければ

ならないというふうに考えておりますので、ご理解

賜りますようお願い申し上げます。 
 以上です。 
〇議長（獅畑輝明君） 菊島産業課長。 
〇産業課長（菊島美時君） 大綱２、エルム高原の

将来展望について、まず①、指定管理者による委託

の成果についてですが、平成18年度から20年度にか

けてエルム高原施設一帯を指定管理者として赤平振

興公社に委託してきました。特に温泉施設につきま

しては、年々減少傾向にありますが、長引く景気の

低迷に加えて管内人口の減少が大きく影響している

と思われます。こうした厳しい現状の中、赤平振興

公社では少しでも集客増を図るため、特に冬期間集

客が見込めないケビン村、虹の山荘においては２泊

以上宿泊した方に対する割引やオートキャンプ場に

おいても割引プランを企画、またインターネットを

活用したＰＲ並びにはがきによるリピーターの促進

など集客増に向け努力しているところであります。

一方、歳出削減対策として給与削減、人件費の圧縮

なども含め総体的に経費削減に努めているところで

あり、なお平成18年から指定管理者に指定してから

は1,000万円ほどの経費の削減にもなっております。

このような収支バランスを保つための経営努力によ

り、類似施設が多い管内状況から減少幅を最小限度

に食いとめております。 
 次に、②、現在の利用状況の分析についてですが、

主な利用実態といたしましては、不特定多数の方が

利用される温泉施設につきましては平日は市民の利

用が多く、土日、祭日は市外の方の利用が多い状況

であり、また事前に申し込みしていただく家族旅行

村、オートキャンプ場ではほとんどが市外の方の利

用になっております。この主な要因といたしまして

は、まちからの２キロメートルという交通アクセス

のよさ、自然豊かなロケーションが評価を得ている

ものと認識しているところであります。今後とも利

便性のよさと自然環境を前面にＰＲすることを考え

ております。 
 最後に、③、第５次赤平市総合計画における位置

づけについてですが、基本構想では個性と元気をは

ぐくむ観光づくり、基本計画では既存施設を最大限

に生かし、自然と触れ合えるイベントの開催など効

果的なソフト事業の推進を図り、エルム高原施設の

充実に努めること、また産業遺産など地域資源を活

用しながら、広域的観光ルートの開発を進めていく

上でも今後とも重要な役割を果たしていく施設と位

置づけしております。こうした基本的な考えに立ち、

これまで低廉な料金で自然を満喫できることを最大

の特徴として、市民はもとより市外の方々にも多く

利用いただいている施設でありますことから、収益

性がある温泉施設と収益性が見込めない公園的要素

が高い家族旅行村では一概に費用対効果というもの

が図りにくいものだと認識しております。しかしな

がら、今後とも多くの方に利用していただくために

も、次年度以降の事業者選定に向けましてはより効

果的で持続可能な営業形態であり、さらに雇用の確

保も条件とした中でさまざまな角度から十分に検討

してまいりたいと考えておりますので、ご理解賜り

ますようよろしくお願いします。 
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〇議長（獅畑輝明君） 相原教育課長。 
〇教育課長（相原弘幸君） 大綱３、学校統合につ

いてお答え申し上げます。 
 学校の統合問題については、赤平市学校条件具体

化構想によって進めております。この構想は、赤平

市学校教育条件整備審議会に諮問を行いまして、そ

の答申を基本に策定されたものであります。この構

想では、多様な社会性を身につける場としての学校

が集団から学ぶ役割を果たすためには一定規模を確

保することが求められていることから、小学校にお

いては複式校の解消、中学校においては学年複数学

級を確保することを主眼としております。計画は、

平成19年に実施した統合で一段落しているところで

すけれども、依然として少人数学級校が大半を占め

ております。また、第５次総合計画の人口推計でも

ご承知のとおり人口の減少は続きまして、15歳未満

の人口も比例して少なくなっているところでありま

すから、学校統合問題は避けて通れない問題である

ことは間違いありません。しかしながら、審議会の

答申では計画を進める場合には地域や保護者と十分

協議を行うこととしており、学校が地域の文化拠点

となっているところもあることから、市教委では単

に適正規模ばかりではなくて、市内各地域に何らか

の形で学校その他の類似施設を残すこととして住民

の理解を得て今日に至っているところであります。 
 いずれにしても、人口動向をよく見きわめ検討し

ていかなければなりませんし、校舎の耐震化も今後

の新たな問題として検討を加えなければなりません。

具体的には学校教育条件整備審議会を立ち上げての

協議となりますが、少子化の動向をよく見きわめて

対応してまいりたいと思いますので、ご理解賜りま

すようお願いいたします。 
〇議長（獅畑輝明君） 北市勲君。 
〇６番（北市勲君） 〔登壇〕 おのおの私の質問

に対して丁寧なご答弁いただきましてありがとうご

ざいます。 
 まず最初に、赤平市の第５次総合計画の中で、た

だいま定住促進、移住促進という話がございました

が、先ほど担当課長さん答弁ありましたように、や

はり一つの事柄をそれにとどまることなくいろんな

立場から検討を加えて定住移住促進をしていかなけ

ればならないと、これは私もそのように思っており

ます。赤平市の宅地造成、販売、のぼりを立てて売

っておりますけれども、ただのぼりを立てれば売れ

るという問題でないと。現実問題として今ほとんど、

一昨日の決算報告でも20年度は一件も売れていない

と、こういうことが目の前にあるわけで、私も実は

あの土地を買うとするならばやはり買う人側にそれ

なりのメリットがあって、赤平に住んでよかったと

思われるような対策を立てなければならないだろう

と、このように思っております。赤平に勤めながら

他市に住んでいる方も何人かおります。その方々も

ぜひ赤平に住んでよかったと思われるような対策を

立てなければならない。それにはやっぱり先ほど申

し上げましたけれども、発想の転換が必要であろう

と。赤平市が持っている特徴的なよさといいますか、

先ほどもありました赤平市立病院の訪問診療、この

制度はもう既に赤平市は10年以上になりますけれど

も、他市にない非常にいい自宅で治療、療養ができ

るという特徴もあります。こんなことも含めて本当

に思い切った対策を立てれば、僕はそれなりの人が

集まるのではないかなと思っております。極端なこ

とを申しますと、赤平に住んでくれれば土地はやり

ますよと、ただで提供しますと。そのかわりこれこ

れの条件は守ってくださいというようなことをやれ

ば、私は決して不可能な話ではないと、このように

思いますけれども、これについてももし考え方がさ

らにあればお聞かせ願いたいと思います。 
 その次に、エルム高原のことでございますけれど

も、一番やっぱり問題になっているのは冬場の利用

減が大きく響いていると。確かにオートキャンプ場

なんかは、冬場はあそこでテント張る人はいません。

それから、家族旅行村も冬になってテント張る方は、

いないとは言わないけれども、数は少ないでしょう。

だから、夏場だけやればいいのかというとそうでな

くて、やはり通年であそこの施設を使ってもらうよ
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うな対策を立てなければならぬと。せっかくある施

設をあのままにしておくのは、ある意味で宝の持ち

腐れにならないかと、そんな気もしております。 
 エルム高原の指定管理者も先ほど申しましたけれ

ども、ことし１年限りで、また来年の４月から新し

く契約更新となりますけれども、これももうここに

きて具体的な方向性が見出せなければ、また同じこ

とを繰り返すのでないかと。毎年毎年多額のお金が

あそこに投入されていると。それも含めて私どもは、

先ほど申しましたけれども、やはり企画コンペを導

入した指定管理者を契約したらいかがですかと、こ

ういうことを申し上げております。これがベストと

は申しませんけれども、しかし十分そのことを頭に

思い浮かべていただいて、次期の契約についてはこ

のようなアイデアを絞った指定業者を決定するよう

に要望いたしたいと思います。これについても何か

さらにご答弁がございましたらお願いいたします。 
 それから、最後に学校の統合問題でございますけ

れども、ある意味で私どもが思っている考え方と教

育委員会さんの思っている共通点があるということ

でご理解いたしました。しかし、この学校統合は決

して易しいことではありませんけれども、ただ先ほ

ども申し上げましたけれども、地震は経済状況だと

か人口が少ないから来ないだとかということではな

いのです。すぐ今来るかもしれない、あすかもしれ

ない、しかし10年後かもしれないと、こういう状況

の中でやはり子供たちに安全な教育施設を提供する

のは我々の義務でもあるし、そういう意味で早くこ

のことに目を向けて、財政の厳しさもあるのですが、

やはり財政の厳しさがあるからこそ早く統合を進め

るべきでないかなと、このように思っています。そ

ういう意味で、ひとつ学校の統合につきましては、

そういった議論をする場もあるかと聞いております

けれども、ぜひそういうことを早急に立ち上げてい

ただきたいと思います。これにつきましても、さら

に教育委員会さんとしてご意見がありましたらお伺

いいたしたいと思います。よろしくお願いいたしま

す。 

〇議長（獅畑輝明君） 浅水副市長。 
〇副市長（浅水忠男君） 移住定住の関係で宅地分

譲のお話がありました。実は、今現在豊丘南団地は

27区画残っております。理事会でもいろいろ議論が

ありまして、安く売ったらどうだという話もありま

した、ただ無料だけはちょっとできないと思います

けれども。しかし、一度２年ほど前でしたか、900

万代の２区画分、900万代の土地をプレミアムとい

うことで約200万ほどプレミアムをつけました。そ

のときに既に住宅を建てていらっしゃる近所の方々

から相当な苦情をいただきました。それで、もう一

つのケースとしては、市内の建設業者から公社の土

地について一時借り入れをして、あそこの土地にモ

デル住宅を建てたいという業者がありました。しか

し、公拡法ではそういうことはちょっと不可能な法

律になっておりまして、あくまでも買っていただか

なければそこには住宅が建たないということであり

ました。その業者は、市が持っている土地にモデル

住宅を建てて、既に買った方が入居されております

が、市民の皆さん方や、あるいはまた業者の方々も

含めて、公社の土地をいかにすれば使いやすいかと、

そしてまた売りやすいかということを考えますと、

理事会の中でも協議をいただきますが、公社の土地

をすべて市のほうに移管をして管理をしたほうがい

いだろうというふうに実は考えております。そうす

ると、ある程度余裕ができるというふうな感じを持

っておりまして、これから十分検討させていただき

たいと思っています。 
 以上です。 
〇議長（獅畑輝明君） 高尾市長。 
〇市長（高尾弘明君） エルム高原の関係、ちょっ

と私のほうからも補足をさせていただきます。 
 北市議員さんのほうから以前から指定管理者の問

題、今後の問題たびたびご意見をいただいておりま

すが、１年限りということにしましたので、22年度

へ向けた十分ひとつ今後の方向を含めて検討しなけ

ればならないというふうに、時間切れにならないよ

うに早くからということで指示しておりますので、
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ぜひひとつご理解をいただきたいと思います。 
 ちょっと変則な委託の仕方といいますか、エルム

高原だけではなくて、おふろの管理やら、あるいは

ごみ収集ということで、通常の会社よりちょっと形

態としてはおかしいのですが、やはりこの経過がご

ざいまして、この辺も十分ご理解いただいたほうが

まずいいかなというふうに思います。ご承知のよう

に、もともとは赤平のスキー場の管理を主体とした

振興公社ということでスタートしておりまして、そ

れを改めて調べますと昭和59年に市で直営でやって

いたごみ収集を民間委託をするということで、その

際に振興公社にごみ収集を委託をしたと、２台分。

順次です、59年、61年と。当時は、恐らく川本さん

だけが住友地区をじんかい収集していたということ

で、恐らく業者がなかったのだと思います。これは、

よく調べてみなければわかりませんが、そのことに

よって振興公社にごみ収集を委託をしてきたという

経過があると思います。その後炭鉱が閉山になり、

住友地区も市が収集をすると。さらに、し尿収集も

下水道整備によってし尿収集業者が仕事がなくなる

ということでごみ収集に回ってきたという経過も、

恐らくこの辺はやはり仕事がなくなるということで、

行政の判断でそういう業者さんにごみ収集を任せて

きたという配慮もあったのだと思います。そういう

ことで、民間２社と振興公社１社、今３台でやって

おりまして、当時は恐らくそういう資格を持ってい

るというのはほとんどなかったのではないのかなと

いうことが想定されます。そういう経過がございま

す。 
 それと、おふろについては、私どもとしてはでき

れば地域で管理をしてほしいという希望もございま

す。しかし、非常に利用者が多くて、多額な現金を

扱うということで、地域ではなかなかそこまでは責

任を持ちかねるということで公社に管理だけお願い

したいと。収入は、さっきの公社の報告の中でもち

ょっとご意見、ご質問ございましたが、料金はあく

までも市のほうにいただくと。管理業務だけを振興

公社に委託をすると。管理業務だけでなかなか民間

で受ける業者さんはないのではないのだろうか、正

直言ってうまみのある商売ではございません。そん

なことで振興公社に委託をしてきたという経過がご

ざいます。しかも、それらに加えますと、平成16年

３月でスキー場を休止いたしましたが、その際にや

はりスキー場がなくなるということは、多くの社員

がおりましたので、雇用がなくなるということで、

今まで直営でエルム高原平成６年以降管理をしてま

いりましたが、16年、スキー場の休止とともに振興

公社でエルム高原一帯を管理をしてきたという、そ

ういう経過でございまして、そういう面では観光施

設があり、おふろがあり、じんかいがあるというの

はちょっと変則的に見えますけれども、こういう形

態になっています。 
 今後来年に向けてこういう形がいいのかどうか、

この辺は十分やはり見きわめていかなければなりま

せんし、エルム高原自体も収益の上がる施設と、例

えば家族旅行村、キャンプはしていますが、もとも

とキャンプ場ではなくて、今テント張っているから

お金いただいていますが、言ってみれば単なる駐車

場と多目的広場ということで、本来余り収益の上が

る施設でもない。それと、お城のある下のフラワー

ヒルズコミュニティ広場、森林公園、一体的にやは

り総体的に相乗効果を図るための一体管理というこ

とですので、収益を上げる施設と収益の上がらない

施設というのがそういうものが混在した中での委託

ですから、なかなか単純に収益といってもやはり難

しい面がございます。今後どういう管理をして、そ

しておっしゃるように方向というのはやはり私は市

民向けであり、市外向けだと思います。条例の目的

にも健康増進の施設、それと地域活性化とここでう

たっていますから、ましてやおふろは高齢者の皆さ

ん方保養事業として利用している。これは、まさし

く高齢者の保養施設としておふろの送迎しておりま

すし、市民向け、なおかつ赤平の数少ない市外から

お客さんを呼べる施設であるというのはそのとおり

でありまして、そういう面では方向としては多くの

市民の皆さん方、市外の皆さん方に安い料金で家族
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で気軽に自然を満喫いただける憩いの場としてやは

り今後とも私はやっていくべきではないのかと。た

だ、残念ながら温泉は、空知はないまちがないくら

い公営温泉がある。景気が低迷しているということ

で皆さん大変ご苦労しておりますが、そういう中で

先ほどちょっと数字申し上げましたが、改めて数字

を調べてみますと指定管理者として委託して以降私

ども再三求めてまいりました、議会の指摘もありま

すので。1,000万近く節減しております。それは人

件費です。市のほうで引き取った職員もいます。そ

れから、嘱託にした職員もいますし、人数も減らし

ている。さらに、給料もダウンをしている、手当を

削る。やはり人件費なのです、一番大きいのは。か

なり努力はしていただいて、かなり減ってはきてい

ますけれども、改めてそういうことを含めまして22

年度に向けて検討させてほしいと思いますので、ぜ

ひひとつ今後ともご指導いただきたいと思います。

よろしくお願いいたします。 
〇議長（獅畑輝明君） 渡邊教育長。 
〇教育長（渡邊敏雄君） 学校統合についての教育

委員会の考え方ということでありますけれども、ご

存じのように15年の具体化構想によって、当時小学

校８校、中学校４校であったのが19年度までに小学

校５校、そして中学校２校と合計７校と、12校あっ

たのが７校ということで、いわば25年までの具体化

構想を一部前倒ししながら、19年までにほぼ完了し

たというのが実態であります。特にこの時期のこれ

までの一連の統合の時期は、いわば今問題となって

いる耐震化の問題だとか、あるいは市の財政状況と

いうのは全く中に含まれていない、まさに純粋に子

供たちの教育上最適な環境をどうつくるかというこ

とで統合を進めてきたというのがこれまでの統合の

形でありました。 
 しかし、その後少子化というのはこれぐらい進ん

でいくものか、一昨日の行政報告でも申し上げまし

たけれども、中学校は生徒数300を切っています。2

75というと１校であってもこれは中規模校になりま

す。それぐらい生徒数が減っていますし、小学校に

おいてはご存じのように住友小学校、そして平岸小

学校が１個学年複式という状態も生まれてきていま

す。そんな状況ですから、議員ご指摘のように子供

たちに最適な教育環境という部分でいけば、やはり

統合というのは避けて通れないというふうに思いま

すし、とりわけ今耐震化の問題というのが現実的に

大きく行政と文科省あたりからいろんな形で進めら

れているところであります。さらにまた、第５次の

赤平市総合計画の中でも子供たちにどのような形で

最適な教育環境をつくるのかという部分については

学校統合ということも盛られていますし、そういっ

た状況を総合的に勘案していきますと、先ほど課長

も答弁していますように今後この学校統合というの

はまさに赤平にとっては避けて通ることのできない

大きな課題になるのではないか。なおかつ今日の人

口想定、子供たちの数も相当減るということでいけ

ば、その計画の中身も恐らく大胆な学校統合という

形になっていくのではないかというふうに予想はさ

れます。したがって、そうなってきますと、やはり

一方では学校が地域文化の拠点と、今ご存じのよう

に赤平の５地区にそれぞれその地域に何らかの形で

学校が、あるいは幼稚園、福祉施設が存在していま

すから、一方では地域のそういう状況も十分、学校

の果たす役割というか、というふうな部分について

も考えていかなければならぬというふうに思います

けれども、やはりもろもろ勘案しても統合という部

分については避けて通ることができない。したがっ

て、今後持たれるであろう教育条件整備審議会等も

通して十分に議論をいただきながら、学校統合につ

いて地域の声も十分に聞きながら、万全の形で進め

ていかなければならぬというふうに考えているとこ

ろであります。 
〇議長（獅畑輝明君） 北市勲君。 
〇６番（北市勲君） 〔登壇〕 大変ありがとうご

ざいました。 
 先ほど市長さんから指定管理者制度の赤平振興公

社にお願いしたいきさつご説明いただきました。赤

平山スキー場の問題からいろいろありまして、そん



- 69 - 
 

なことで理解はいたしましたが、私も実は振興公社

に委託している部分、先ほどおっしゃるように収益

の上がる部分と、それとある意味では企業性を高め

ることができる部分と、それと市民生活に直結して、

どうしてもこれは避けて通れないごみだとか浴場だ

とか、これを一緒くたに指定管理者でお願いする、

委託するのが本当にいいのかと、実はこれはちょっ

と私も二、三年ほど前からこれが本当にいいのだろ

うかなと、こういう疑問を持っておりました。こん

なことも含め、先ほど市長さんのほうからこのこと

についてもさらに議論を深めて検討したいというご

答弁いただきましたので、ひとつよろしくお願いを

して、私のほうの質問を終わらせていただきたいと

思います。どうもありがとうございました。 
〇議長（獅畑輝明君） 質問順序４、１、庁舎管理

について、２、市税を始め各種使用料その他未収金

対策について、３、消防業務について、議席番号７

番、太田常美君。 
〇７番（太田常美君） 〔登壇〕 通告に基づきま

して質問をさせていただきますので、答弁のほどよ

ろしくお願いいたします。 
 大綱１、庁舎管理についてお伺いいたします。各

所修理について。赤平市の庁舎は、昭和56年９月19

日に落成し、業務を開始、本年で約28年がたち、今

ではあちらこちらと老朽化が進み、修繕しなければ

いけない箇所も目立ってきております。まず、コミ

ュニティセンターの入り口の屋根のすが漏りですが、

これは毎年冬になると屋根に氷が張り、排水管も詰

まり、それで天井を伝わり漏れてくる。それがここ

何年か続いておりまして、職員の皆さんが屋根に上

がり、氷を落としている姿を何度か見かけました。

このことにつきましても当然修理が必要だと思われ

ます。また、トイレでありますが、男女ともに各１

カ所ずつ腰かけ便器がついておりますが、あとは和

式であり、高齢者の方には腰を落とし、ひざを床に

つくくらいまで曲げて用を足すということは非常に

肉体的につらいことであり、痛みを伴うものであり

ます。コミュニティセンターのトイレでありますが、

すべて腰かけ便器に取りかえろとは言いませんが、

既に腰かけ便器が設置されている箇所も含め、男女

ともに手すりが必要と思いますが、いかがなもので

しょうか。 
 次に、庁舎１階のエレベーター前のトイレのこと

ですが、昨年からことしにかけてさまざまな形で多

くの市民の皆さんが市役所を訪れております。毎月

の生活保護の支給や税金の申告、そしてことしは定

額給付金の手続など、さまざまな形で市役所を訪れ

る回数がふえております。その中で、市民の皆さん

の苦情はトイレのことでありました。用を足すのが

つらい、足が痛い、腰が痛い、持ってきた手提げ袋

やバッグをかける金具が適当な高さでついていない、

横と正面に手すりがついていないなど、立ち上がる

ときに手をついたり、ひざをついたり、一つ一つの

動作が大変で、早く腰かけ便器に取りかえて手すり

をつけてほしいとの要望でありました。これについ

ては、すべて腰かけ便器に取りかえるのではなく、

最低でも男女各１カ所ずつ必要ではなかろうかと思

いますが、いかがなものでしょうか。 
 また、２階、３階につきましては、予算の都合も

あり、今すべてを早急に腰かけ便器に取りかえるに

は無理があることはよく理解できるところでありま

すが、このことに関しては約２年前から複数の市民

から相談がありましたので、できる限り早急に対応

していただきたいと思います。 
 次に、庁舎の壁のタイルの件ですが、職員の皆さ

んが車等で外勤するときによく利用されますが、こ

れもよく見たら壁のタイルが浮いており、これらの

補修工事にも数百万の補修費がかかることと思いま

す。28年もたちますといろいろなところが傷んでき

ますが、どれを最優先にするか非常に厳しい状況で

あります。 
 以上３点ほど挙げましたが、どれも必要であり、

どれもやらなければいけないことであり、気持ちは

十二分にわかりますけれども、市民の立場に立った

とき問題はトイレであります。補正予算で年内にで

きるのか、また来年になるのか、それともまだ先の
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ことなのか、ご答弁のほどよろしくお願いいたしま

す。 
 次、大綱２、市税を初め各種使用料その他未収金

についてお伺いいたします。昨年も未収金対策につ

いては質問させていただきましたけれども、アメリ

カ発のリーマンブラザーズの金融破綻により世界じ

ゅうの経済が疲弊しており、日本も私たちのまちも

いつなべ底の経済状態から抜けることができるのか

全く先が見えません。2006年度の総務省のまとめに

よると、地方税累積滞納残高は約１兆9,245億円で

ありましたが、現在ではこの金額をはるかに超えて、

地方税収総額が34兆8,983億円に対して06年度の5.

5％をはるかに超えて、７％なのか、８％なのかま

だまだわからない現状であると言われております。

しかし、総務省の姿勢としては、全国の自治体に対

して不納欠損についても特に言及しております。自

治体側は、滞納者が不明だったり、生活困窮者で払

えない場合、困難と判断し、あきらめるもの、もう

一つは行政側が履行を求める権利を５年間行使せず

時効となった場合、滞納者には請求や差し押さえを

する、誓約をとるなどの手続をすれば時効は中断す

ると。総務省では、各地方自治体がやるべきことを

やった上で滞納や不納欠損が出るならば仕方がない

と。しかし、やるべきことをやらずに滞納や不納欠

損が出ているとなると話は別であり、全国的にも差

し押さえを一件もしなかった市町村は全体の約20％

近くに上り、今までもこれからも結果はどうであれ

各種税金の未収金対策というものがさらにその姿勢

が問われてくるものと思います。 
 赤平市におきましても、各関係機関や高尾市長さ

んを初め市民の皆様、そして市職員の皆様の協力の

もと何とか最悪の事態を免れることができました。

また、この６月８日の内閣府の発表によると、昨年

の今ごろから見ると定額給付金の支給やエコ家電、

エコカーの購入時の特別割引などでこの３カ月若干

の経済効果はあったものの、まだ全体に経済の底上

げにはなっていない。また、いつころ経済回復にな

るか今のところ見当がつかないとの発表がありまし

た。しかし、赤平市では地味な仕事ではありますが、

各種税金の未収という問題があり、このことについ

ては副市長を中心に赤平市市税等収納向上対策本部

を立ち上げ、既に関係各課長を参集して対策会議を

開き、さまざまな納付方法を考えられ、６月号の広

報にも掲載されておりました。昨年未収金対策につ

いて質問させていただきましたが、早速迅速に対応

していただき、市長、副市長のお二人には感謝いた

しております。赤平市には市会議員が10人しかおり

ません。その一人一人が市民の代表であります。市

民の負託を受け、この議会にいるわけで、いわばこ

の10人が赤平市の大株主であり、市民の側からの姿

勢を考えるのが基本であり、あくまでも市民の生活

を守り、家庭を守りながらの常識的な徴税の仕方を

お願いしているわけでございまして、その辺も十分

考慮に入れながら対応していただきたいと思います。 
 また、市立赤平総合病院の未収金についても今回

この対策本部の中に組み入れられ、心強い限りであ

ります。ことしからは、限られた時間ではあります

が、病院独自で未収金の徴収に歩き、過去のことは

別として、これからは病院として未収金を出さない

ように心がけ、市民の皆さんや患者さんに協力して

いただくとのことであり、非常に前向きな姿勢を評

価するものであります。また、過日病院を訪れた際、

節電のために各所の照明が消されておりましたが、

数人の看護師さんから笑顔であいさつをしていただ

き、この笑顔が大切であり、患者さんや来院者の皆

さんの励み、そして元気の源になると確信いたしま

した。年配の看護師さんではありましたけれども、

その笑顔とあいさつで、照明は暗かったけれども、

心が満たされた思いで帰ってまいりました。やはり

市民の病院としての市立病院は絶対なくしてはなら

ない。最後の最後まで市民のために市立病院を存続

させ、市民からもそこで働く看護師さんからもあの

笑顔を奪ってはならない。私自身市民の一人として

強く自覚させられ、さらにこれから市民の皆さんに

本当に市立病院の存続、必要性を理解し、訴えてい

こうと深く決意した次第であります。 
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 また、市立病院の未収金の約70％が赤平市内の患

者であり、そのうち大半が生活困窮者であります。

しかし、市立病院であるがゆえに、お金があるなし

にかかわらず人道的立場から診察を拒否するわけに

もいかず診察をしなければならない、また入院させ

なければならない、そのようなつらい立場も十分理

解できるわけですが、入院費を払ってくれた患者さ

んと支払わない患者さん、そして支払えない患者さ

んについては、支払えないからといってあきらめる

わけにはいかない。そこで、毎月少額でも支払って

もらうように徴収日を決めて作業をしているとのこ

とでありますが、入院費を払わない悪質な患者に対

しては、病院の職員では手に負えない場合があると

思いますが、そのときに副市長さんを中心とした対

策本部が先頭になり、訴訟や差し押さえなどの最悪

のことも考えておられるのか。 
 また、市税を初め各種使用料についても、６月９

日の北海道新聞に赤平市、未納くみ取り料給付金で

と見出しがありました。催告書を送り、定額給付金

より７割回収とありました。市民感情の逆なでをす

ることなく、くみ取り料金としてちょうど定額給付

金で間に合うこともヒントとなり、定額給付金を公

共料金の未収金対策に利用したことについて、道は

聞いたことはない、札幌大学の藤巻秀夫准教授は全

国的にも例がないのではないか。ユニークであり、

自治体独自の工夫として興味深いと話しておりまし

た。なお市税及び各種使用料についてさまざまな手

法や工夫を凝らし、苦労されてきたこととは思いま

すが、今までの状況と今後の対策について対策本部

長の浅水副市長さんにご説明をお願いいたします。 
 大綱３、消防業務についてお伺いいたします。①、

国や道が指定する適正な人員について。赤平市は、

火災を含め自殺者を含む事故、その他救急搬送が頻

繁にあります。このことについては、赤平市が人口

減になろうと市民の安全と命を守り、災害を未然に

防ぐためにも次の人材を早急に採用し、育成する必

要があるものと考えます。夕張市の例でもわかりま

すように幾ら市が財政破綻しようとも、そこに住民

や市民がいる限り消防業務を放棄、または必要最小

限以下の人員を減らすことは市民の命と生活の安全

を放棄することになりかねません。北海道新聞に約

１年以上前に消防本部21に集約という見出しで道の

素案が掲載されておりました。これは、国が各都道

府県に対して消防本部の広域化計画をつくるように

求めたことを受けた措置で、道は集約化の枠組みを

医療福祉行政で定めている第２次医療福祉圏、道内

21カ所とあります、と定めたものであり、管轄人口

が10万人未満の小規模本部が90％を占めており、赤

平市でも高齢化で救急出動件数は増加傾向にあり、

救急救命士の仕事も拡大しております。他市から見

れば財政破綻の問題により予想以上のベテラン消防

職員が退職し、今現在38人の消防職員で赤平市民の

命を守るために頑張ってくれております。まだまだ

５人ないし６人は人員不足であると思います。消防

職員や救急救命士は、一般事務員と違い、半年や１

年で現場に役立つ人材には育てれません。私も建設

会社を経営しておりますが、大工を初めとしてさま

ざまな職人の熟練したわざにより１軒の家ができる

わけであり、その技術習得には５年、10年かかりま

す。消防職員も同じ職人として、火災、救急、防災

と体にしみ込ませる熟練のわざが必要であります。

その観点から消防組織を見たとき、私たちの建設業

の組織と似ているところがあり、理解できるところ

がたくさんあります。消防の組織については、北海

道消防広域化推進計画のもとでやがて統合すること

になるのでしょうが、５年先か10年先かまだわかり

ません。しかし、救急現場や火災、災害などの現場

は、確実に日ごと夜ごと起こっております。市民の

命の安全と生活を守るため、次の消防本部の適正な

職員育成のためにも、早急に新年度採用に間に合う

ように１名でも２名でも募集していただきたいと思

います。この問題については、赤平市の消防団員の

高齢化や若い団員が入団してこない、ある程度加入

や募集しているようだけれども、なかなか入団者が

いない、その負担が年配の消防団員の皆さんや消防

職員の皆さんにかかってくる。深刻な消防活動や救
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急現場の状況を市立病院と同じ命を預かる現場とし

て、市民も心から理解し、納得していただけるもの

と確信しておりますので、ご説明のほどをよろしく

お願いいたします。 
 １回目の質問を終わります。 
〇議長（獅畑輝明君） 町田総務課長。 
〇総務課長（町田秀一君） 大綱１、庁舎管理につ

いて、①、各所修理について申し上げます。 
 市庁舎は、市民サービスの拠点であり、すべての

市民の皆様に気軽に安心して利用していただけるも

のでなければなりません。しかしながら、施設設備

が老朽化してきてございますことから、配管の腐食

や漏水、機器の交換など修理箇所もふえてきてござ

いまして、適宜修理し、維持に努めているところで

ございます。ご指摘のとおり、コミュニティセンタ

ーの入り口のひさしの排水パイプ管が詰まりまして

雨漏りいたしましたことから、職員で対応させてい

ただいたところでございます。また、庁舎裏の壁の

タイルにつきましては、剥離してきている状況もあ

り、諸事情により修理が延期となってございました

が、状況を見てその修理をしなくてはならないと考

えているところでございます。 
 また、トイレについてでございます。コミセンの

男女各１カ所、庁舎１階の身障者用トイレの１カ所

が洋式トイレとなってございますが、各階にはござ

いませんことから、お体の不自由な方や高齢者の

方々にはご不便をおかけしているところでございま

す。しかしながら、今般地域活性化・経済危機対策

臨時交付金により財源が確保できる見通しとなりま

したことから、今年度中に各階に男女それぞれ１カ

所ずつ洋式トイレに改修してまいりたいと考えてい

るところでございます。 
 今後とも引き続き庁舎環境の改善に努めてまいり

たいと思いますので、ご理解賜りますようよろしく

お願いいたします。 
〇議長（獅畑輝明君） 浅水副市長。 
〇副市長（浅水忠男君） 大綱２番目の市税を初め

各種使用料その他未収金対策につきまして、収納向

上対策本部長といたしまして私のほうからお答えを

させていただきます。 
 ５月に市立病院を加えた収納向上対策本部会議を

開催をいたしまして、本年度の対策本部の方針とい

たしましては管理職による特別徴収、そして収納強

調月間などの重点項目と各課の収納方法を設定して、

収入強化に努力をしていくことを各課長等で確認を

いたしたところでもあります。対策本部では、著し

く誠意を欠く方に対しましては、預金、給与等の差

し押さえのほか、行政サービスの制限等を平成18年

度から実施をいたしまして、成果を上げているとこ

ろでもございます。 
 ただいまそれぞれの所管課で平成20年度の決算事

務を行っておりますが、ご参考までに今現在の主な

ものについてお知らせいたしますと、市税は現年と

滞納繰り越し分を合わせまして収納率が90.01％で、

５年連続収納率がアップをいたしまして、平成８年

度以来の90％台に回復をしておりますし、未収額は

１億円を切りまして9,234万円で、これも平成３年

度以来の水準まで下がりました。前年度比較で約1,

358万円の減少となっております。国民健康保険税

につきましては、一般被保険者の現年課税分の徴収

率が５年連続93％を超えまして、国の調整交付金の

ペナルティーが回避されますが、未収額の前年度比

較で約1,597万円の減少となっております。住宅使

用料につきましては、現年と滞納分の収納率が84.6

8％で前年比0.33％の増加で、未収額の前年度比較

では約61万円の減少となっております。 
 これまでの収納状況につきましては、市税では差

し押さえなどの権限がありますので、預金、給与、

生命保険などの調査を積極的に行うほか、臨戸徴収、

催告書による面談機会をふやしまして、誓約書の徴

取から分割納入につなげているというところであり

まして、差し押さえの件数は年々実は増加傾向にあ

るというふうに思っております。使用料につきまし

ては、ご承知のとおり強制執行権がありませんので、

裁判によらなければなりませんが、水道使用料につ

きましては給水停止予告も兼ねた催告書を発行いた
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しまして、催告に応じなければ給水停止の実施をし

ております。住宅使用料につきましては、議会で専

決処分のご報告をさせていただいておりますが、市

営住宅の明け渡し、滞納家賃の支払い訴訟などの処

分を行っております。市立病院につきましては、入

院時の医療費支払い方法の確認徹底、また同意を本

人や家族と交わすなど、新たな未収金を発生させな

いという根本的な対応を前提としながら、未収金に

つきましては生活困窮者はもとよりうっかり忘れて

しまったという方も少なくありませんので、未収が

発生した際、文書による通知や電話等による催促、

督促、また訪問徴収や分割徴収も行いまして、未収

金の減少に努めているところでもあります。 
 そこで、今後の対策についてでありますが、それ

ぞれの収納部門の手法そのものに抜本策があるもの

ではありませんが、これまでの手法をいかに強化を

し、効果を上げられるかでありまして、税につきま

しては先ほど申し上げました対策を行った上で差し

押さえを強化をしてまいりたいと存じております。

使用料等につきましては、現在全庁的連携として住

宅料や水道使用料、そしてし尿処理手数料が一緒に

なって支払い督促申立書を裁判所に提出するなど新

たな試みが進展しているところでもありますので、

さらなる連携の拡大等につきましても今後重要では

ないかと考えております。また、病院につきまして

は、先ほど申し上げました取り組みについて積極的

かつ計画的に進めてまいりますとともに、悪質なケ

ースにつきましては収納向上対策本部と連携をとり

ながら、少額訴訟等の実施も視野に入れまして未収

金の解消に努力をしてまいりたいと考えております。 
 そこで、徴収の基本は、やはり何と申しましても

地道でありますけれども、足しげく訪問いたしまし

て市民の皆さん方と折衝するということでありまし

て、それぞれの生活状況や滞納理由の把握に努めま

して、誓約書の徴取、そして分割納付者をふやすと

いうことと思っておりまして、しかしその過程で約

束をしながら履行しないという場合もたくさんある

わけでありますが、場合によっては法的手段を講じ

るということになってまいります。市といたしまし

ては、自主財源確保のために今まで以上に滞納整理

に努めてまいりたいと考えておりますので、よろし

くお願いを申し上げます。 
 以上です。 
〇議長（獅畑輝明君） 中村消防長。 
〇消防長（中村高庸君） 大綱３、消防業務につい

て、①、国や道が指定する適正な人員についてお答

えをさせていただきます。 
 消防の業務は、市民の生命、身体、財産を各種災

害から守るのが使命となっております。特に救急、

火災、急病出動に関しましては、即座に対応しなく

てはならないため初動態勢の確立が不可欠であり、

近年消防行政を取り巻く状況が大きく変化している

中、経験豊富な多くの消防職員が早期退職されたこ

とに伴うその影響は多少ならずともあったところで

ありますが、昨年度まで36名の職員により消防業務

を遂行してきたところであります。 
 火災予防業務、危険物業務、救急業務、火災原因

調査業務などの消防業務を執行するに当たりまして

は、専門的知識、技術や豊富な経験が求められると

ころでありますが、急激な職員の若返りに伴い経験

豊富な職員の不足は否めないことから、専門的知識

を備えた職員の養成が急務であると考えております。

このため消防学校への職員の派遣や研修会等に積極

的に参加し、知識習得に努めるとともに、消防車両

の取り扱い上必要な免許、資格の取得を行うなど、

あらゆる消防業務に対応し得る職員の養成に努めて

いるところであります。このような状況から今年度

２名の職員を採用していただき、現在38名体制とな

ったところであります。需要が増大する救急業務や

災害への的確、迅速な対応を図り、住民生活の基盤

となる安全を確保するためには一人でも多くの職員

を必要とするところでありますが、財政状況、災害

状況、消防業務量等を勘案し、今後住民が安全で安

心できる環境づくりを推進するために必要な人員の

確保に努めるとともに、消防団との連携を密にし、

消防体制を十分強化してまいりたいと存じますので、
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ご理解賜りますようお願いいたします。 
〇議長（獅畑輝明君） 太田常美君。 
〇７番（太田常美君） 〔登壇〕 大綱１から大綱

３までご丁寧な説明、ご答弁ありがとうございます。 
 大綱１でございますが、私が思っていた以上に１

階から３階まで男女各１カ所ずつ洋式トイレをつけ

ていただけるということで、これについては非常に

新年度から市民の皆さんの喜びの顔が浮かんでまい

ります。ありがとうございます。 
 大綱２でありますが、収納対策本部、副市長さん

を中心に今現在の実績も着実に上がってきておられ

ると。今後またさまざまな計画が新年度に向けてあ

らわれてくると思います。ますますの活躍を期待し

ております。 
 大綱３の消防業務についてでありますが、これに

ついても市長さんにぜひとも、大工を一人前にする

にも10年かかります。消防職員として採用して、そ

れが消防職人になるまで、熟練した技術を身につけ、

消防職人になるまでまた数年かかります。そのため

にぜひとも前向きな形でもって採用を検討していた

だきたいということを要望いたしまして、質問を終

わらせていただきます。どうもありがとうございま

す。 
〇議長（獅畑輝明君） 質問順序５、１、まちづく

りについて、２、地域連携について、３、市民と行

政の連携について、議席番号８番、植村真美さん。 
〇８番（植村真美君） 〔登壇〕 通告に基づきま

して一般質問をさせていただきます。ご答弁のほど

よろしくお願いいたします。 
 大綱１、まちづくりについて。不景気の流れの時

代を背負う中、一部景気が回復したとの情報もござ

いますが、業種別や地域によってはまだまだのよう

でございます。５月の道内の倒産28件、２カ月連続

での減少で、業種別では建設業が一番多く、次いで

サービス業でございます。販売不振や売掛金回収難

と不景気型の倒産が大半を示しているという新聞報

道がございました。当市においても、ある建設会社

では昨年度に比べ２割しか仕事がとれていない、若

い技術職を採用できず将来が不安だなど、同じ問題

を抱えていることがうかがえます。市の財政状況は

落ちついたようですが、地元の企業は悲鳴を上げて

おります。地元から企業が消えては赤平市の存在も

危ぶまれることでしょう。ともに支え合うことが必

要だと考えます。 
 そこで、当市においても独自の企業に対する応援

政策を考える必要性が高まっている時期だと思いま

すが、いかがでしょうか。空知管内では、今リフォ

ーム助成金が注目を集めております。築５年の住宅

で、該当する市の市民であり、市内に住居を構え、

その住宅をリフォームする場合、基準の費用額を定

め、その市内の業者に限定し、工事を発注するなど

と条件を設定した中で市が一部負担するというもの

です。この助成金を先駆けて取り組んでおります岩

見沢市では、平成19年度では288件、全体工事費は

４億6,400万円、そしてそれに対して助成金は4,600

万円、２年目の平成20年度では334件で全体工事費

が５億9,600万円に対し助成金が5,250万円、そして

ことしは４、５の２カ月だけで165件と年々効果が

得られているようです。三笠市でもこの４月から開

始し、予想をはるかに超える人気ぶりとのこと。市

のアイデア政策で年間４億、５億の仕事が市内で生

まれます。その市内の関係業者も大変喜んでいると

聞いております。今後は、増額や耐震補強、省エネ

ルギー対策工事、アスベスト飛散防止工事など、対

象事業の幅も時代のニーズに合わせて拡大しながら

取り組んでいくようでございます。さらに、島根県

の斐川町というところでは、出雲地方独特の農村景

観であります築地松という大変ユニークな形をした

防風林がございます。全国でも誇れる貴重な財産と

して守り続ける地域文化、技術に対しての助成制度

を設けている地域などもございます。また、最近で

は大企業や研究機関と連携し、新技術を先駆けて助

成金制度として取り組む自治体もございます。例え

ばマンホールの耐久性や安全性を高めるためのパラ

ボラ工法を用いたマンホールの試験的な設置でござ

います。また、太陽光発電システムの活用を約束し
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た家庭には補助をする自治体など、市内の環境整備

とともに地元建設業やその他の企業の経営改善を図

る取り組みがふえてきているところではございます

が、当市においても不景気とともに戦う地元企業の

ための応援対策についてどのように考えているのか。

また、当市の雇用、技術、教育、文化の継承ととも

に地元企業の連携についてどのようにお考えなのか

をお尋ねいたします。 
 ２番目のまちに人を呼び込む対策についてですが、

最近発行されました経済ローカル情報誌に赤平に大

型店舗が出店し、無料買い物バスにより市立病院の

利用者数の増、既存商店街にも客が入るなど波及効

果が高まっていることが掲載されておりました。赤

平バイパス開通と大型スーパーの開店が重なりまし

て、当市においては町なかには余計な交通網が削除

され、安全性が高まり、隣町まで買い物に行く手間

がなくなり、大変便利になったように思われます。

また、大変喜ばしいこととも思います。しかし、実

際はどうなのでしょうか。本当に中心市街地ににぎ

わいが戻ってきたように思えるでしょうか。大型店

があったとしましても、安心し切っていてもいいの

でしょうか。景気の悪い中、大型店が安泰という時

代はもう終わり、今や百貨店までもがなくなるとい

うことは珍しいことではなくなりました。赤平の中

心市街地の特徴やまちのカラーは、どこへいってし

まったのでしょうか。 
 春休みと夏休みの中で、私のところに札幌の学生、

インターン生が来て、赤平の探険隊と称し、赤平を

探索したことがございます。多くの学生たちは、口

をそろえて札幌の大型店舗にはない個人商店である

からこそのよさ、会話をしながらの対面販売、人の

温かさが伝わってくるのがとてもよかったと言われ

ます。赤平に住む私たちにとっては当然のことであ

りますが、外部から見ますと大変魅力的に映ってい

ることがうかがえます。また、観光客は、日常では

なく非日常を求めて旅に出ると言われております。

都会人口が多いこの日本では、量よりも質の豊かさ

を求めて田舎に旅をする人も多くいることと思われ

ます。田舎のまちだからこそできるおもてなしを精

いっぱい生かし、赤平らしいまちの印象をつくり、

少しでもまちに人を呼び込める対策づくりが必要だ

と考えますが、いかがお考えでしょうか。例えばま

ちの明るさづくりプロジェクト、人、物、建物、赤

平には自然景観がたっぷりございます。そんなもの

をピックアップし、そのためのチーム編成、情報集

め、パンフレットの作成、集客力のある場所へ配布

し、シーズンごとに内容を変え、発行をする。また、

夜の飲食店めぐりツアー、当市の最大の集客施設で

ありますエルム高原から送迎バスや格安タクシー制

度をつくるなど、また大学の研究機関との連携をし、

古い町並み人情研究会などを立ち上げるなど、また

ユーチューブなどの動画共有サービスツールを利用

したコミュニティテレビを開設し、市内の個人店舗

や商品のＰＲをするなど新たな視点で赤平を見る方

法、赤平の質のよさを光で照らす視点が必要になっ

ていることと思いますが、当市としましては具体的

にどのようにお考えであるのかお尋ねしたく思いま

す。 
 また、赤平の魅力づくりにつきましては、以前も

関係する質問をさせていただいているところではご

ざいますが、その後の各商店街との連携や商工会議

所との取り組みの状況も含めまして教えていただき

たく思います。 
 ３番目の農産品のＰＲと農業者の定住についてで

ございます。最近多くのメディアでは、毎日のよう

に北海道産を用いた食の紹介や各地域で取り組む個

性あふれる観光品づくりなどがにぎわいを見せてお

ります。北海道の農家では、１戸当たりの耕地面積

や農業生産法人の推移も年々増加しております。ま

た、環境、安全、信頼面からもこれからの北海道の

農業は日本を飛び越え、近隣諸国の食糧難をも支え

る可能性を秘めております。また、最近では農業の

必要性が見直され、若者たちの間でも畑を持ち始め

るなど、農家に対する興味が高まってきております。

国においても昨年７月に農商工連携促進法が施行さ

れ、農商工連携に取り組もうとする方々の事業計画
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を国が認定し、サポートされる環境が整いました。

このように道内の第１次産業が盛り上がりを見せて

いる中で、当市の農産品、加工品のさらなる主張も

必要ではないかと思いますが、いかがでしょうか。 
 またさらに、この時代の変革期において、あらゆ

る企業では農業進出に力を注ぎ始めておりますが、

技術の習得、販路の拡大などの問題があり、苦戦を

しているのが実情のようでございます。当市におい

てもそのような企業のサポート役となり、さらに農

業の振興を図っていくことが将来地域の雇用、定住

者をふやすことにつながっていくことと思いますが、

いかがでしょうか。そのためにも農業をさらに身近

に知る機会をふやし、農地取得のための勉強会や地

元農業者との交流会、また農商工連携を市全体で取

り組む方向性が必要と思いますが、当市としての農

業者とのこれからのかかわり方なども含めましてお

考えをお聞かせ願いたく思います。 
 ４番目、町内会館の運営について。日ごろ地域を

支えていただいています町内会、またその集会所と

して設置しています会館の運営継続に対しまして大

変困惑の色が濃くなってきております。地域によっ

てもばらつきはありますが、人口減少による管理者

の高齢化、会館収入の減少に伴う資金面の不安など、

管理者にも問い合わせてみたところ町内会に対する

理解が薄くなってきているということと営利目的で

活動しているわけではないですが、収入が見込めな

ければ町内会館の老朽化や建てかえなどもできない

ので、このままでは今後の活動に弊害が生じるのが

目に見えているということで、会館を市に移管する

ことしか考えられないなど、今後の町内会館の維持

についての不安の声が多く聞かされました。町内会

館の存続運営に対して当市はどのようにお考えなの

か。また、今後町内会の役割を再認識するための情

報発信や収入をふやすために町内会館の宿泊利用や

写真、絵画の展示会、情報共有スペースなど、各会

館の特徴を出した活用方法も考え、気軽に利用して

もらえるようなＰＲも市の広報とともに考えていく

必要があると感じておりますが、そのあたりはいか

がお考えでしょうか。 
 大綱２にいきます。地域連携について。当市の計

画では、10年後は１万238人と高齢化率が45.9％と

大体２人に１人が65歳を超える超高齢化社会となり

ます。これによりまして介護サービス、高齢者福祉

の行政運営が主軸となり、他の行政サービスとのバ

ランスが維持できなくなってくるのではないでしょ

うか。また、地方交付税も減少し、職員数もさらに

削減し、地域行政サービスのエリアの縮小、もしく

は近隣地域との連携など、近い将来避けては通れな

い問題となってくることと思います。合併新法が平

成17年から施行され、22年には失効されるわけです

が、その後国はどのような政策を掲げてくるかはわ

かりません。もしかいたしますと、クラスター分析

による構想対象市町村の組み合わせどおりに強制合

併となる可能性も大いに考えられます。昨年市民の

方たちと協議いたしましたこれからの市立赤平総合

病院のあり方を考える検討会議の中におきましても、

当市の問題だけではおさまらず、広域医療の指針に

ついて検討をしたときに、地域連携は大変急を要し、

生活の安全を守るためにも大変身近な問題だと実感

させられました。近隣地域との合併までを視野に入

れた具体的な連携をどのようにお考えでしょうか。

また、その後広域医療の連携についてはどこまで進

んでいるものなのでしょうか。お尋ねいたしたく思

います。 
 また、道の権限を各市町村に補完的に権限移譲す

る方向性でございますが、これからは道が所管する

約4,000権限のうち約2,000権限を市町村への移譲対

象としている中で、当市においてもその地域サービ

スに役立つものであれば率先して受け入れていただ

きたいと思いますが、人口の減少に伴う財政、人材

確保が難しいとされる将来を抱えている中でどのよ

うに体制づくりをお考えなのかもお聞かせ願いたく

思います。 
 近隣地域、空知全体の財政基盤も揺らいでおりま

す。しかし、財政の立て直しを実現させた当市の積

極的なリーダーシップが今後期待されるところだと
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思います。そのような観点からも今後近隣地域との

具体的な連携をどのように考えているのかもお聞か

せ願いたく思います。 
 最後の大綱３、市民と行政の連携について。昨年

後半より赤平まちづくり市民会議を設置し、市民団

体の皆様と協議を重ね、第５次赤平総合計画のスタ

ートラインに立ったわけですが、今後この計画を実

施するに当たり、さらに市民の皆様との連携、協議

が欠かせないところだと思われます。その体制づく

りをどのようにお考えなのか。計画を計画で終わら

せないためにも、また市民の行政の信頼感を高める

ためにも絶好のチャンスだと思いますが、いかがお

考えでしょうか。 
 また、まちづくりの協議においては、会議のスタ

イルも大変重要になってくるものでございます。リ

ラックスできるムード、みんなが発言できるムード、

意見をまとめるムードがつくることができるコーデ

ィネーターの存在も必要だと考えます。そういった

コーディネーター役を市役所内外問わずどのように

育成するかなど、市としてのお考えもお聞かせ願い

たく思います。 
 また、このたび地域の活性化に対する経済危機対

策臨時交付金、公共投資臨時交付金が国の補正予算

で決定され、赤平市におきましても大変喜ばしいこ

とであり、市民におきましても大変期待するところ

でございます。また、最近では市民団体、企業にお

いても国からの助成事業、補助事業など、幅広い対

策が講じられております。当市からも積極的に挑戦

する方向性を導いていただきたく思います。しかし、

それらの申請時に赤平市にとって有効的なものであ

るか、そうではないかをスピーディーに判断するこ

とが課題になってくると思います。実際に今回の臨

時交付金ももう内部では協議検討されていることと

思いますが、どのような指標をもとに、またどこま

で市民に求められているものなのかどのように各課

では判定し、事業申請をしようとお考えなのか。ま

た、市民団体が申請できる助成事業や補助事業では、

大半が各自治体が事務局や受け皿となるケースが多

様にございます。他市の団体の例ですが、申請時に

申請書は一生懸命つくったものの最終的には自治体

の印鑑がもらえなく申請に至らなかったなど、失敗

談を耳にすることもございます。せっかくの機会、

貴重な資金源、市民と行政の互いの意欲を無駄にす

ることなく、当市の将来のまちづくりにとって発展

的な要素になるためにも、日ごろからひざを交えた

交流やざっくばらんな情報交換の場がまだまだ必要

と強く感じておりますが、当市としてのお考えをお

尋ねしたく思います。 
 １回目の質問を終わります。 
〇議長（獅畑輝明君） 菊島産業課長。 
〇産業課長（菊島美時君） 大綱１、まちづくりに

ついて、１、地元企業の応援制度の設置についてお

答えいたします。 
 全国的には厳しい景気低迷に底を打ち、特に省エ

ネ自動車やデジタル家電向け半導体の減産を緩和す

る動きも出てきており、また日経平均株価も１万円

を超えるなど、少しずつでありますが、回復傾向に

あると発表されております。しかしながら、道内は

もとより地域経済はまだ厳しい状況にあり、市内企

業などにおきましても生産、雇用調整を余儀なくさ

れる状況にあります。特に建設業者におかれまして

は、公共事業の大幅な削減により厳しい状況が続い

ておりますことから、今年度の建設産業振興対策に

関しましては社会経済状況に対応するため、公共事

業の前倒しや維持補修工事の増額により雇用の確保

に努めた内容になっております。また、１次補正で

ある地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業によ

り、工事請負費の増額も予定しているところでもあ

ります。さらに、緊急雇用創出事業では、今年度実

施事業のうち特に12の委託事業については草刈りな

どの軽作業が多く含まれていることから、６カ月未

満という期間ではありますが、雇用確保はもとより

地域経済振興のためにも大いに活用されているもの

と考えております。 
 さて、議員が言われます地元企業に対する応援制

度の創設というご提案でありますが、特に住宅の改
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修に対する助成制度についてでございますが、平成

20年度現在で空知管内では５市町が実施しておりま

す。具体的な事例は議員が言われますとおりであり

ますが、当市においても公共事業など建設事業が減

少する中、市内建設業への経済効果、また移住定住

促進などからも効果的な制度であると考えておりま

す。また、第５次赤平市総合計画においても産業振

興及び住環境整備は重点プロジェクトとして位置づ

けておりますことから、総合計画の実施計画策定に

向け、どのような制度が当市に適当なのか、制度を

実施している他市の状況や地域、住宅交付金の活用

なども含め、財政状況を考慮した中で実施に向けて

考えてまいりたいと存じます。 
 こうした現状を踏まえ、地元企業への応援制度に

ついてご提案がありましたさまざまな施策につきま

しても、環境、文化などさまざまな分野にわたりま

すことから、まずは地元企業のニーズを把握するこ

とが必要と考えております。こうしたことからも商

工会議所、産企協赤平支部、建設業協会並びに技能

協会など関係機関と連携を図りながら、費用対効果、

財源確保も含め、有効な制度につきましては協議し

てまいりたいと考えておりますので、ご理解賜りま

すようお願いいたします。 
 続きまして、２、まちに人を呼び込む対策づくり

についてお答えいたします。議員がご指摘の件であ

りますが、ことし２月末旧赤平小学校跡地にコープ

さっぽろ赤平がオープンしたことに伴い、中心市街

地に人の流れが出てきており、市外への購買流出に

歯どめがかかっている現状であると認識しておりま

すが、この流れを個店にどう引き寄せるか、こうし

たことが課題であるととらえております。このよう

な現状を踏まえ、また昨年12月の定例会でも議員か

ら話がありましたまちの活性化策に対してのご意見

の件でもありますが、中心市街地ににぎわいを取り

戻すためその後商工会議所と協議したところであり

ますが、地域商業の活性化のための有効な手段とし

ては、商工会議所と協議した中ではプレミアム商品

券の発行が効果的な個店振興策として考えたところ

であり、商工会議所では新たなプレミアム商品券で

ある激得小判を発行し、商店活性化と市民に対する

利便性の向上に努めていただいたところであります。

また、新たなプレミアム商品券発行につきましては、

このたびの地域活性化・経済危機対策臨時交付金を

活用し、プレミアム分を市として助成する旨現在計

画中でありますので、ご理解賜りますようお願いい

たします。 
 さて、ご質問にありました大型店舗にはない田舎

のよさや量より質などのお話もありました。まさに

そのとおりであり、個店のよさを引き出すためには

コミュニケーションがとれる対面販売も人の温かさ、

ぬくもりが伝わると考えております。また、明るさ

づくりプロジェクトのお話でもありましたが、現在

さきに申し上げました臨時交付金を活用し、観光な

ど交流の活性化対策として、当市の顔である交流セ

ンターみらいと駅前広場に新たな観光スポットと地

域イメージの向上並びに中心商業地域の集客効果を

図るためイルミネーションの設置を計画しておりま

すが、今後におきましてはソフト事業の充実を図る

ため関係機関と協議してまいりますので、ご理解賜

りますようお願い申し上げます。 
 現在市内企業並びに団体などからニーズが高まっ

てきております観光パンフレットの作成につきまし

ても、今年度中に観光協会を中心に商工会議所など

関係機関と検討しながら、赤平のまちが一目でわか

る、また来ていただけるようなものを作成したいと

考えております。 
 次に、エルム高原宿泊施設から飲食店へのアクセ

スについてでございますが、まずは飲食店側の人を

呼び込む意欲と魅力あるメニューづくり、また個店

だけではなく複数の飲食店が連携を図りながらの受

け皿づくりも必要と考えております。当然宿泊者に

対するＰＲも徹底しなければならないと思います。

こうした検討事項を整理し、まず宿泊者のニーズと

交通運行体系の仕組みづくりが必要だと考えており

ます。また、お伺いがあったさまざまなご提案と現

在市で取り組もうとしていることなど、情報共有か
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らまずは始めたいと考えております。また、当市と

しましても何とかまちを活性化したいと考えており

ます。そのためにはまず赤平の活性化策につきまし

てお互いに意見が出し合える場が必要と考えており

ますので、今後ともご指導、ご協力をお願いいたし

ます。 
 続きまして、最後に３、農産品のＰＲと農業者の

定住について答弁させていただきます。近年多様化

する消費者ニーズの変化と輸入農産物の増加により、

農業情勢は厳しい状況にあります。しかしながら、

農業をビジネスとして企業や若者が着目し、食の安

全、安心や国の政策である自給率向上など消費者の

関心が高まり、飲食業界も対応に迫られているほか、

農業に関心を持つ人がふえており、農地法の改正に

より企業の農業参入への制限も緩和されることも考

えられます。こうした中、当市は売れる米づくりを

目標に掲げ、安心で安全な米づくりや消費者に信頼

されている農産品の生産など積極的に行っており、

平成19年度からは交付金の活用によってトマト、ホ

ウレンソウ、花卉などの複合経営を行い、農産品の

拡充にも取り組んでおります。当市の農産品は、お

米が主力であり、地元の消費拡大を目的として飲食

店へのＰＲや配布、ＪＡ主催による即売会の開催、

地方での販売活動も行っております。ＪＡ女性部に

よる農産物加工の製造も行い、市内、市外のイベン

トによるＰＲ活動も行っているところでございます。

また、一方では農業従事者の高齢化によって後継者

不足が問題となっており、耕作放棄地がふえること

も考えられ、平成19年度には４名の若手農業者が活

動組織を立ち上げ、今後の赤平市の担い手として農

業振興や農業継承に大きな期待をしているところで

あります。 
 そして、最近では企業による新規参入が注目され、

全国的にも展開されている農地改正法に伴い企業な

どからの参入が予想されます。当市としましても、

参入する相談など法的な手続や当市の農業状況、遊

休地などの情報提供を行ったり、農業者や道の機関

である普及センターの技術指導やＪＡ並びに関係機

関による販路の確保やあっせん、熟年農業者、若手

農業者による研修会や交流会など、今後企業に対す

る対応を検討してまいります。また、農業従事者も

高齢化が進み、年々減少しつつある状況にあり、企

業による参入が地域の交流や農業による定住など、

農業の振興や耕作放棄地の解消にも大きな期待をし

ているところでもありますが、さらには農商工連携

を図るなど、異業種からのノウハウを農業に取り入

れ、新たな農産品、加工品の開発などを開拓し、新

規参入者とともに赤平の農業の発展や安心、安全な

農業生産や農業経営の活性化につながるよう努めて

まいりたいと思います。今後は、農業者、ＪＡと協

議し、商業者と商工会議所などとも連携を図りなが

ら検討してまいりたいと思いますので、ご理解賜り

ますようお願いいたします。 
 以上です。 
〇議長（獅畑輝明君） 栗山市民生活課長。 
〇市民生活課長（栗山滋之君） 続きまして、④の

町内会館の運営についてお答えいたします。 
 町内会館の利用についてですが、町内会は地域住

民による自主的な組織でありますことから、市では

会館の運営に対し特別な制限等を行っていませんが、

利用状況といたしましては主に町内会や老人クラブ

などの打ち合わせや行事、さらには葬儀などで利用

されてきております。ご質問の中にありましたとお

り、人口の減少など社会情勢の変化や会員の高齢化

等による役員のなり手不足など、町内会活動に支障

を来している旨のお話は聞いております。また、町

内会館の運営につきましても、近年葬儀を専門に行

う葬儀場開設の影響による葬儀の減少とそれに伴う

会館収入の減少から会館運営に苦労されている現状

もお聞きをしているところであります。これらの課

題に対する市の方針でありますが、地域の活性化を

図るための活動拠点として、各行事やレクリエーシ

ョンなど施設の有効活用を図るため多様な活動をし

ていただきたいと考えておりますし、町内会館に対

しましては老朽化により町内会のみでは対応できな

い修繕等について地域と協議をしながら財政的な支
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援を行っているところでもあります。さらに、本年

度合併が行われました茂尻春日町内会と茂尻新春日

町内会のケースも今後他の地域におきまして参考事

例になることも考えられますことから、そのような

相談が地域から寄せられた場合には対応を行ってい

きたいと考えております。 
 また、議員より町内会館の利用方法として宿泊利

用などを提案されたところですが、会館利用に関し

ましては先ほども述べましたとおり市による使用制

限などは設けていませんので、地域の皆さんのアイ

デアによる特性を生かした活用をしていただきたい

と考えております。そして、このことにつきまして

は、各会議や打ち合わせ、あるいは出前講座など、

町内会長さんを初めといたしまして役員さんとお会

いする際に周知してまいりたいと考えております。 
 最後に、町内会館の運営維持管理についてですが、

将来を見据えますと資金面を初めといたしまして運

営等に困難を来す状況も予測されますことから、今

後も地域の声や実態を十分把握し、適正な対応がで

きますよう検討してまいりたいと考えておりますの

で、ご理解のほどよろしくお願いいたします。 
〇議長（獅畑輝明君） 伊藤企画財政課長。 
〇企画財政課長（伊藤寿雄君） 大綱２、地域連携

についてお答えさせていただきます。 
 全国的に人口減少や少子高齢社会が進行する中、

財政はより厳しさを増し、一方では地方分権の進展

などによりまして市町村を取り巻く環境が大きく変

化しております。特に中空知地域におきましては、

平成16年度に４市２町による中空知地域合併協議会

が解散となり、また本年４月１日から定住自立圏構

想推進要綱が施行となったことに伴い、広域行政圏

計画策定要綱が本年３月31日付で廃止となり、５市

５町で構成されております中空知広域市町村圏組合、

これそのもののあり方が大きく問われる時期を迎え

ております。合併新法につきましては、議員が言わ

れましたとおり平成21年度末までの時限となってお

りまして、全く動き出しのない中空知市町の現状か

らいたしますと新法下における合併は事実上不可能

であると思います。また、中空知広域市町村圏組合

につきましては、広域サービスシステムの効率化、

高度化が進んだ一方、一部事務組合が多く設立され、

事務処理が非効率的になってきたことや広域計画の

戦略性が薄れてきたこと、さらに市町村圏域基金の

運用益が期待できなくなってきたことなどから、ま

ずは広域圏組合を継続することを前提といたしまし

て、企画担当課長で構成する企画調整会議の中で課

題整理や事業運営体制の見直しを協議し、本年10月

ごろをめどに首長で構成される理事会へ結果を報告

する予定であります。 
 一方、国が推進しようとしている定住自立圏構想

につきましては、中心市と周辺市町村がみずからの

意思で１対１の協定を締結し、暮らしに必要な都市

機能を集約的に整備するとともに、周辺市町村にお

いて必要な生活機能を確保し、農林水産業の振興や

豊かな自然環境の保全等を図るなど、互いに連携、

協力することにより圏域全体の活性化を図ることを

目的とするものであります。中心市となるためには

３つの要件がございますが、空知管内におきまして

は滝川市が該当することとなり、また複眼型中心市

としましては隣接する２市の人口が４万人を超える

場合に該当となり、赤平市におきましては滝川市あ

るいは深川市との組み合わせにより該当することと

なります。 
 こうした情勢を踏まえ、地域主権型社会にふさわ

しい地域の将来像を見据え、住民本位の新たな広域

連携の可能性や将来の広域自治の展望について調査

研究を行うことを目的に、中空知５市５町の企画担

当課長を構成員とし、空知支庁及び中空知広域市町

村圏組合の共催によりまして中空知地域広域連携研

究会を設置するため５月29日に事前会議が開催され、

本研究会を設置した後、成果につきましては本年度

内で取りまとめを行い、公表される予定であります。

また、このほかに中空知保健医療福祉圏圏域連携会

議が設置されており、空知消防長会中空知消防広域

化検討分科会も設置される予定でありますが、いず

れも具体化には至っておらず、今後それぞれ専門的
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立場から広域連携や広域再編等について協議がなさ

れる予定であります。 
 以上申し上げましたとおり、人口減少等の影響に

より将来中空知あるいは空知といった広域をとらえ

た上で地域をどう守り続け、発展させていくのか現

段階では具体策が決定しておりませんが、当市とし

ての役割や機能についてしっかりと議論してまいら

なければならないと考えております。 
 次に、当市における権限移譲の状況でありますが、

平成20年度末で20項目の受け入れを行っており、さ

らに本年度に入り中小企業等協同組合法による組合

の共済規定の認可等に関する事務、租税特別措置法

による連結法人の優良な住宅の供給に寄与する旨の

認定に関する事務の２項目を新たに受け入れている

状況であります。また、市民にかかわりの深い旅券

法による一般旅券の発給申請受理、交付に関する事

務、いわゆるパスポート事務につきましても平成22

年度から移譲を予定しております。住民に身近なサ

ービスを地域が担うことは非常に大切なことである

と認識いたしておりますが、大幅に職員数が減少し、

１人当たりの業務量が増大している現状もございま

すので、計画的な職員採用と職員個々の資質向上に

向けた研修などの取り組みを進め、今後も引き続き

職場体制の実態を考慮しながら、可能な限り権限移

譲に努力してまいりたいと考えております。 
 最後に、積極的なリーダーシップが期待されると

のお話がございましたが、広域連携の研究並びに協

議に臨むに当たりましては、合併協議を教訓とした

考え方を持って臨んでまいりたいと考えております

ので、ご理解賜りますようお願い申し上げます。 
 次に、大綱３、市民と行政の連携についてお答え

させていただきます。近年における市民と行政との

かかわりから申し上げますと、あかびらスクラムプ

ラン、赤平市財政健全化計画、第５次赤平市総合計

画の策定など、大変多くの市民の皆様のご参加をい

ただき、さまざまな計画を策定してまいりました。

特にこのたびの総合計画の策定に当たりましては、

新たにパブリックコメントや意見募集箱の設置など、

市民から意見をいただける機会を設けるよう努力を

してまいりましたが、住民懇談会の参加状況から見

られますように年々参加者が減り、市民の考えを把

握するにはアンケートや市民会議に頼らざるを得な

いというのが現実でございます。確かに経済状況に

あわせ労働環境も厳しくなっており、特に若年層を

中心としてなかなか家族の時間や自分自身の時間に

ゆとりを持てないといった状況もございます。また、

市内の団体におかれましても会員数が減少傾向にあ

るなど、思うように事業展開ができないといった悩

みも伺っております。そこで、行政の役割が強く求

められると思いますが、行政主導型のまちづくりで

は市民の主体性が損なわれてしまいますし、継続性

に疑問を残すことになると思います。市民が主体と

なったまちづくりを進めるため、行政がきっかけづ

くりを行い、活動支援、後押しできるような形が理

想でありますが、その手法というのは非常に難しい

ものがあります。しかし、協働のまちづくり、市民

と行政が対等な関係を築き上げていくためには、ま

ずは行動を起こさなければ前に進まないわけであり

ますので、あかびらスクラムプラン並びに第５次赤

平市総合計画の施策にも位置づけられておりますま

ちづくり条例の整備に向けた協議過程の中で地域で

活躍される方の先進事例の発表や有識者による講演

会などを通じ、またその内容を広く市民に情報提供

を行いながら意識改革を進める中で条例整備に向け

た検討が必要であると考えております。 
 また、コーディネーター役をどのように育成する

のかというご質問がございましたが、私の経験上で

申し上げさせていただきますと、すべてではござい

ませんが、外部から招いた場合にはどちらかという

と外からの視点といった意見は参考となりますが、

理想で終わってしまう取りまとめのケースが多々あ

るように感じております。そうした意味では地元を

一番よく知っている市民、あるいは市職員がコーデ

ィネーターとなって取り組むことがまちの実態に合

った考え方を引き出せるのではないかというふうに

考えております。そのためにも可能性を持った人材
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に研修などを積んでいただく工夫も必要ではないか

と考えております。 
 いずれにいたしましても、赤平市のまちづくりを

考え、推進していくには赤平市民のパワーが必要で

ありますし、財政再生団体入りを回避した力を今度

はまちづくりに生かされることを期待するものであ

りますし、市職員も行政としての枠組みをある意味

外した上での議論というよりは市民と交流していく

ことが大事であるというふうに考えております。 
 また、国等の各種助成制度などを活用し、積極的

に挑戦する方向性を導いてほしいとのお話がござい

ましたが、各種制度の内容を広く紹介するよう努め

ると同時に、制度に該当する可能性があると判断し

た場合は団体等に対して直接ご相談をさせていただ

きたいと思います。 
 最後に、地域活性化・経済危機対策臨時交付金に

つきましては、国の日程が非常に揺れ動く中での作

業でありましたが、日ごろ市民より要望を受けてい

る所管を通じて全庁的に交付金の対象となる要件を

満たす事業提案を募り、他の財源措置との関連性も

考慮した上で、特に第５次赤平市総合計画の重点プ

ロジェクトとなっております少子化対策を中心に選

択し、計画をしております。今後におきましては、

先ほど申し上げましたまちづくり条例、評価制度な

ど、ますます市民の皆様と議論してまいらなければ

ならない内容も多くございますし、市民も行政との

対話を遠慮なく申し入れていただきたいと思います

し、我々自身からも足を運び、対等な立場で話し合

える場づくりに努めてまいりたいと考えております

ので、ご理解賜りますようお願いいたします。 
〇議長（獅畑輝明君） 植村真美さん。 
〇８番（植村真美君） 〔登壇〕 件名に沿ってい

ただき、答弁を確認させていただきました。３点ほ

ど質問をさせていただきたいと思うのですが、大綱

１の②のまちに人を呼び込む対策についてなのです

が、その後赤平魅力回復のために商店街の方、商工

会議所の方たちとの協議をしていただいたというこ

とを確認させていただきました。そこで、このたび

はプレミアム商品券の発行のみでとどまっておると

いうことだったのですけれども、そのほかには何か

意見が出されて実現できなかったものなのか、全然

意見が出されなかったものなのかなどのその内容を

お聞かせいただきたく思っております。 
 続きまして、大綱１の②でもう一点、先ほど臨時

交付金を使用して駅前にイルミネーションを設ける

という話がございました。これは、多分市民の方た

ちから出た案の中の一つで、そういったことをこの

たび考えたということと思いますが、実際にイルミ

ネーションをどのように飾るのか、それは市民の方

たちの協力のもとに飾りつけるものなのか、ストー

リー性はどういったことになっているのか、臨時交

付金を使用してまだそういったことが確約というか、

約束は市民の方たちととれていなければ、臨時交付

金の中で会議費用などを見て、これから協議しよう

と思っているのかを２点目お伺いいたします。 
 ３点目ですが、大綱１の③、農産品のＰＲと農業

者の定住についてですが、イベント等でトマト、ホ

ウレンソウやそのほかの加工品、みそやジュースも

ありますが、販売をＰＲをしているということなの

ですけれども、本当にＰＲをしようと考えた場合、

市役所の入り口の売店や入り口のところにその紹介

のＰＲやポスター等も掲載してもいいと思うのです

けれども、そういった意見は農業者の方から今まで

出ていなかったものなのかを確認させていただきた

いと思います。 
 以上です。 
〇議長（獅畑輝明君） 菊島産業課長。 
〇産業課長（菊島美時君） まず、１点目の商工会

議所との検討の中で出たのはプレミアム商品券に関

してなのですけれども、それ以外のことは今のとこ

ろちょっと協議内容的にはまだそんなに深くは出て

おりませんでした。 
 それと、２番目のイルミネーションに関してなの

ですけれども、これにつきましても今現在ストーリ

ー性とかそういうことにつきましても協議はしてい

る最中という形になっております。済みません。 
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 ３点目の農業者などに対してのＰＲなのですけれ

ども、ＰＲ活動においては近隣のイベント等とかそ

ういうところには行っておりますが、実際今のみそ

とトマトに関しましては教育委員会のほうと愛真ホ

ームに、給食センターのほうにそういう形で送った

ことに関してしか、売店とかそういうところにはＰ

Ｒはしておりません。 
〇議長（獅畑輝明君） 高尾市長。 
〇市長（高尾弘明君） 会議所との関係ですが、正

直言ってなかなかじっくりというのはまだまだ時間

とれていないような状況でありますし、一つ一つ確

実にやっぱり実行していくということでなければ、

ばあっとやっても絵にかいたもちで終わりますので、

まず今何ができるかということでプレミアム商品券

の相談をしているということで、着実に一つずつや

るように努力していきたいと思います。 
 それと、イルミネーションの関係ですが、これは

行政からの発想です。私どもやろうということで、

駅前広場が整備されてどうもやはりちょっと寂しい

というのを率直に私ども感じておりまして、これは

前から会議所もそんな意見言っておりまして、これ

まで会議所の意見も確かにございました。商店街や

ら会議所に協力してもらおうかと思ったけれども、

会議所はもう全然余裕はない、商店街もそういう力

はない、今。それであればということで、たまたま

今回の臨時交付金ございましたので、これを一部ぜ

ひ活用させてほしいと。電気料も調べましたら、Ｌ

ＥＤでしたか、限られていますので、このぐらいだ

ったら市で電気料責任持ってもいいのかなというこ

とで、みらいの壁面と広場、新聞ではたしか800万

と出ていましたから、どの程度できるか、業者には

見積もりしてもらっています、概算、こんなような

形ということで。そう派手にはならないと思います

し、ストーリー性まではいっていないのですが、具

体的にはこれから協議することになりますので、ま

た観光協会の皆さん方やら、また若い皆さん方には

恐らく意見を聞く機会あると思いますので、その節

はぜひひとつご協力いただきたいと思います。 

〇議長（獅畑輝明君） 植村真美さん。 
〇８番（植村真美君） 〔登壇〕 ご質問に対して

の答弁確認させていただきました。 
 実際に今お話を伺ったところ、やはりどうしても

市民の方たちとの意見交換、連携等がやはりちょっ

といまいち確認できないところがございます。です

ので、今後ぜひ市民の方たちと、うまくいくことば

かりではないと思いますが、いま一度連携を図って

いただいて、一緒に歩いていくというようなスタン

スで、貴重な資金等が出ている中で何とか実現の方

向に、私もご意見を言わせていただきたいと思いま

すし、皆様でご協力をしていくムードづくりをぜひ

つくっていただきたいというふうに思います。 
 以上、いろいろと答弁内容を聞かせていただきま

したが、今後具体的な検討会、行動に移されていく

ということを確認させていただきました。ぜひ実現

に向けての一歩をお約束していただきたく、以上を

もちまして一般質問を終わらせていただきます。 
                       
〇議長（獅畑輝明君） 以上をもって、本日の日程

は全部終了いたしました。 
 本日はこれをもって散会いたします。 

（午後 ３時０３分 散 会） 
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